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府県 は 子ども の 医療 費 助成 で は 37 と な っ て い 
患者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は , 負担 上 限 額 分 
上 の 支払 い が 不 要 で ある こと で す 。 そ の た め 安 心して 受 
療 に つなげ る こと が で きき 
続き が 不要 で す 。 一方, 市 
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よっ て , 県 に お いて は , 県 
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金 等 が 減額 され て し まい ます 。 そもそも 国民 の 健康 を 守る こと は 、 日 本 国 憲法 第 25 条 に も 
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当 市 に お いて は , 農協 等 が 中 心 と な っ て 米 政策 等 の 見 直し に 対応 し , 生産 数 量 目標 に 即 
し た 生産 や 水田 フル 活用 に よる 水田 活用 米穀 の 取り 組み を 推進 する 等 , 米 の 需給 調整 に 積 
極 的 に 取り 組ん で きま し た 。 

その よう な 中 で , 米 の 直接 支払 交付 金 の 減額 に 加え , 26 年 産 米 の 価格 が 下落 し た こと は 
農地 の 集積 を 進め て きた 大 規模 な 担い 手 を は じ め , 稲作 農家 の 経営 」 ひ いて は 本 県 農業 に 
甚大 な 影響 を 及ぼ し , さら に は , 「 新 た な 農業 ・ 農 村 政策 」 の 取組 み に も 影響 を 及ぼ す も 
の と 考え ます 。 

こう し た 状況 下 に お いて , 国 は 需給 調整 の た め の 出 口 対策 を 行わ ず , 収入 減少 影響 緩和 
対策 (ナラ シ 対 策 ) 及び ナラ シ 移 行 の た め の 円 滑 化 対策 (平成 26 年 産 限り ) の み で 対応 す 









































































































































る 方 針 を 示し て いま す 。 し か し , ナラ シ 対 策 に は 課題 が あり , 来年 以降 も 稲作 を 継続 し て 
いく た め に は , さら な る 緊急 対策 の 実施 と , 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 の 構築 が 必要 で 
す 。 























よっ て , 国 に お いて は , 将来 に わた っ て 安定 的 な 稲作 経営 が で きる よう , 下記 の 事項 に 
つい て 実現 する よう 求め ます 。 
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1 特例 措置 を 含め た ナラ シ 対 策 等 の 適切 な 運用 
(1) ナラ シ 対 策 に つい て は , 当面 の 営農 ・ 生 活 資金 の 確保 対策 と 併せ , 最大 で も 標準 収 
入 額 の 2 割 の 下落 まで し か 補てん 対象 と な ら な いこ と か ら , 今後 の 米価 動向 等 を 踏ま 
えつ つ , 補てん 対象 や 補てん 割合 の 拡大 な ど 特 例 的 な 措置 を 講じ る こと 。 

(2) 27 年 産 に 向け て は , 極力 多く の 担い 手 が 標 準 収入 額 の 2 割 の 下落 まで 対応 で きる コ 
ー ス に 加入 する よう 推進 を 行う と と も に , 27 年 産 米 に 係る 標準 的 収入 額 の 大 幅 な 減少 
が 予想 され る こと か ら , 算定 期間 の 拡大 な ど 必 要 な 見 直し を 行う こと 。 

(3) 意欲 ある 多様 な 担い 手 が ナ ラ シ 対 策 に 加入 で きる よう , 認定 農業 者 制度 の 弾力 的 な 

運用 の 徹底 や 集落 営農 の 組織 化 を 進め る と と も に , と り わ け 県 市町村 が 定め る 所 得 
目標 に つい て は , 地域 実態 に 応じ た 柔軟 な 対応 を 行う よう 強力 に 指導 する こと 。 

























































































































































































2 暴 常 気象 へ の 十分 な 対応 
26 年 産 米 に つい て は , 8 月 以降 の 低温 や 日 明 不 足 等 の 影響 に より , 青 死 米 等 の 発生 の 
増加 や 登 熟 不足 が 確認 され て いる 。 こ の よう な 異常 気象 に より 生産 者 等 が 不利 益 を 彼ら 
な いよ う 対 策 を 検討 する こと 。 
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お いて 60 万 トン の 生産 振興 
こ 取 り 組 むこ と と し て いる 。 こ の 取組 み を 後押し する よう , 
こ 対 する 予算 を 十分 
ナ た 積極 的 な 投資 を 促し , 生産 者 2 
取り 組む こと が で きる よう , 新た な 
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(1) 30 年 産 を 目途 と し 
関係 者 が 果たす べき 
水田 フル 活 ) 















































い 手 の 確 保 ・ 育 成 な ど , さら な る 環 
(2) 米 の 需要 拡大 に 向け , 国 を 挙げ て 主食 











むこ と 。 
(3) ナラ シ 対 策 や , 








司 が 











た 生産 調 


ビジョン の 充実 や 主体 的 な 


V 
整 の 見 直 し に 向 け , 
割 の 明確 化 











環境 整 





ゝ 久 呈 














基 に 補てん 基準 を 設 
対応 で き な い た め , 担 





H い 手 の 所得 や 生産 コス ト 等 


農協 の 飼料 
図る 現行 の 政策 の 枠組 み を 踏ま え , 
正 な 水準 に 設定 する こと 。 


な ど , 米 政策 の 見 直 
判断 で 生産 に 取り 組む こ 
揃 を 進め る こと 。 


用 米 の 消費 拡大 対策 や 








米 の 生産 拡 

















た 適 
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ボロ 


し の 十分 





米 の と 価 


























設 を 目指 す 収 入 保険 制度 を 含め , 
足す る 仕組 み の セ ー フ ティ ネッ ト 対 策 で は 


過去 


\ に 着目 し た , 














生産 現場 ( 








に 水田 活用 の 直接 支払 


に 安心 を 与え る メ 








大 に 向け た 取組 み の ほ 
毎年 発生 し て いる 過 








に 国 や 





格 の 安定 の た め 


な 検証 を 行う と と も に , 


と が で きる 地域 の 担 





傘 出 促進 対策 に 取り 組 











の 一 定期 間 の 収入 
, 継続 的 な 米価 下落 
担い 手 が 再 生産 可能 





等 を 












































所 得 を 確保 で きる 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 を 構築 する こと 。 


(4) 上 記 の 対策 が 確立 され る まで の 間 は 



































ある た め , 政府 備蓄 


米 制度 の 柔軟 な 運用 






































以上 , 地方 EE 





























治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ま 








す 。 


, 再生 産 可能 な 水準 で 米価 を 安定 させ る 必要 が 
や や 仕組み の 改善 な ど , 適切 な 対応 を 行う こと 。 
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意見 書 の 内 容 








宮 古 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 19 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 
【 件 名 】 米価 安定 対策 等 に 関す る 意見 書 


(趣旨 ) 
来年 以降 も 稲作 を 継続 し て いく た め に は 、 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 を 構築 し て いく 
必要 が ある 。 農家 が 、 将 来 に わた っ て 安定 的 な 稲作 経営 を 展望 で きる 米価 安定 対策 等 緊急 
に 対策 を 講じ る よう 強く 要望 する 。 






































(理由 ) 
平成 26 年 産 米 の 価格 下落 と 米 の 直接 支払 交付 金 の 減額 は 、 農 地 の 集積 を すす め て きた 大 
規模 な 担い 手 ほ ど 被 る 影響 は 大 きく 、 こ うし た 深刻 な 状況 は 、 本 県 農業 ・ 稲 作 農家 の 経営 
に 甚大 な 影響 を 及ぼ す だ け で な く 、「 新 た な 農業 ・ 農 村 政 策 」 の 取り 組み に も 影響 を 及ぼ す 
も の と 考え る 。 

こう し た 状況 に お いて も 、 政 府 は 、 需 給 調 整 の た め の 出口 対 策 は 行わ ず 、 収 入 減少 影響 
緩和 対策 (ナラ シ 対 策 ) お よび ナラ シ 移 行 の た め の 円 滑 化 対策 (平成 26 年 産 限 り ) の み で 
対応 する 方 針 を 示し て いる が 、 ナ ラ シ 対 策 に は 課題 が あり 、 来 年 以降 も 稲作 を 継続 し て い 
く た め に は 、 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 を 構築 し て いく 必要 が ある 。 

か か る な か 、 将 来 に わた っ て 安定 的 な 稲作 経営 を 展望 で きる よう 、 次 の と お り 緊 急 に 対 
策 を 講じ る よう 強く 求め る 。 


































































































記 

1 特例 措置 を 含め た ナラ シ 対 策 等 の 適切 な 運用 

(1) ナラ シ 対 策 に つい て は 、 当 面 の 営農 ・ 生 活 資金 の 確保 対策 と あわ せ て 、 最 大 で も 標 

準 収入 額 の 2 割 ま で し か 補填 対象 と な ら な いこ と か ら 、 今 後 の 米 価 動 向 等 を ふま えつ 
つ 、 補 填 対 象 や 補填 割合 の 拡大 な ど 特 例 的 な 措置 を 講じ る こと 。 

( 2 ) 27 年 産 に 向け て は 、 極 力 多 く の 担 い 手 が 2 割 の 収入 減少 に 備え た コー ス に 加入 する 
よう 推進 を 行う と と も に 、 27 年 産 米 に か か る 標準 的 収入 額 の 大 幅 な 減少 が 想定 され る 
こと か ら 、 算 定期 間 の 拡大 な ど 必 要 な 見 直し を 行う こと 。 

(3) 意欲 ある 多様 な 担い 手 が ナ ラ シ 対 策 に 加入 で きる よう 、 認 定 農業 者 制度 の 弾力 的 な 
運用 の 徹底 や 集落 営農 の 組織 化 を 進め る と と も に 、 と り わ け 県 や 市 町 村 が 定め る 所 得 

目標 に つい て は 、 地 域 実 態 に 応じ た 柔軟 な 対応 を 行う よう 強力 に 指導 する こと 。 

2 暴 常 気象 へ の 十分 な 対応 

26 年 産 米 に つい て は 、8 月 以降 の 低温 や 日 照 不足 等 の 影響 に より 、 青 死 米 等 の 発生 
の 増加 や や 登 熟 不足 が 確認 され て お り 、 こ うし た 異常 気象 に より 生産 者 等 が 不利 益 を 被 
ら な いよ う 対 策 を 検討 する こと 。 

3 26 年産 米 の 適正 販売 に 向け た 環境 整備 

26 年 産 米 に つい て 、 長 期 計 画 的 に 電 給 に 応じ た 適切 な 販売 を 推進 し て いく 観点 か 





















































































































































































































































市 町 村 議会 名 意見 書 の 内 容 




















ら 、 米 穀 機構 の 過剰 米 対策 基金 の 残 を 見 極め つつ 、 そ の 活用 な どの 民間 の 取り 組み を 

支援 する こと 。 

4 飼料 用 米 の 生産 拡大 に 向け た 環境 整備 と 長期 的 ・ 継 続 的 な 支援 確保 

(1 ) 飼料 用 米 の 大 幅 な 生産 拡大 の 取り 組み を 後押し する よう 水田 活用 の 直接 支払 交付 金 
の 万 全 な 予算 を 確保 する こと 。 

(2) 将来 に 向け た 積極 的 な 投資 を 促し 、 生 産 者 が 長期 的 に 安心 し て 飼料 用 米 等 の 生産 に 

取り 組む こと が で きる よう 、 新 た な 食料 ・ 農 業 ・ 農 村 基 本 計画 に 水田 活用 の 直接 支払 
交付 金 の 長期 的 か つ 継 続 的 な 支援 に つい て 明記 する な ど 、 生 産 現場 に 安心 を 与え る メ 
ッ セ ー ジ を 国 と し て 強く 示し て いく こと 。 

5 27 年 産 米 の 適切 な 生産 数 量 目標 の 設定 

27 年 産 の 生産 数 量 目標 に つい て は 、 飼 料 用 米 の 生産 拡大 に 向け た 取り 組み の ほか 、 
入口 対策 の み で 需給 調整 を は か る 現行 の 政策 の 枠組 み を ふま え 、 例 年 発生 し て いる 過 
剰 作付 や 25 年 産 の 持 越 在庫 、 消 費 動向 等 を 勘案 し た 適正 な 水準 に 設定 する こと 。 

6 将来 展望 の 描け る 総合 的 な 水田 農業 政策 の 確立 

(1 ) わが 国 の 主食 で ある 米 に つい て は 、 毎年 安定 し た 価格 で 生産 ・ 供 給 で きる こと が 生 

産 者 ・ 消 費 者 双方 に と っ て 望ま し く 、30 年 産 を 目途 と し た 生産 調整 の 見 直し に 向け 、 

米 の 需給 と 価格 の 安定 に 向け て 果たす べき 国 や 関係 者 の 役割 な ど 、 米 政策 の 見 直し の 

分 な 検証 を 行う と と も に 、 水 田 フル 活用 ビジ ョ ン の 充実 や 主体 的 な 判断 で 生産 に 取 



































































































































レッ 





















































































































































































































































































































































ーー 






















































































り 組 むこ と が で きる 地域 の 担い 手 の 礁 保 ・ 育 成 な ど 、 さ ら な る 民 境 没 備 を すす め る こ 
Ss 

(2) 米 の 需要 拡大 に 向け て 、 国 を 挙げ て 、 主 食用 米 の 消費 拡大 対策 や 輸出 促進 対策 に 取 
り 組 むこ と 。 














(3) ナラ シ 対 策 の ほか 、 政 府 が 創設 を 目指 す 収入 保険 制度 を 含め て 、 過 去 の 一 定期 間 の 
収入 等 を 基 に 補填 基準 を 設定 する 仕組 み の セ ー 本 
下落 に は 耐え られ な いた め 、 担 い 手 の 所 得 や 生産 コス ト 食 し 、 担 い 手 が 再 生産 

「 能 な 所 得 A NG tN 

(4) 担い 手 の 所 得 等 に 着目 し た 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 が 確立 され る まで の 間 は 
再生 産 可能 な 水準 で 米価 を 安定 させ る 必要 が ある た め 、 政 府 備 基 米 制度 の 和 務 軟 な 運 

や 仕組 み の 改善 な ど を 通じ た 適切 な 対応 を 行う こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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意見 書 の 内 容 








北 上 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 18 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 内 閣 官房 長官 
【 件 名 】「 農 業 改革 」 の 見 直し を 求め る 意見 書 





政府 が 「 骨 太 方 針 2014」 な ら び に 「 新 成長 戦略 」 と 位置 付け た 「 農 業 改革 」 は 、「 農 業 委 














員 会 の 公選 制 廃止 」、 














ぼ す 可能 性 が あり ます 。 
































「 農 協 改 革 」 な ど を 含ん で お り 、 農 業 関係 者 に 大 き な 衝 撃 を 与え て い 
ます 。 こ れ に よっ て 、 日 本 の 農業 だ け で な く 、 国 民 の 食料 と 地域 の 将来 に 重大 な 影響 を 及 




















農業 委員 会 の 公選 制 廃止 は 、 地 域 農 業 振興 の 建議 機能 及び 農地 管理 や 農業 振興 に 対す る 


農業 者 の 意見 表明 の 場 の 























の 減少 に つなが り ま す 。 そ し て 、 農 業 生産 法人 の 要件 緩和 は 、 企 業 























参入 の 加速 化 が 想定 され 、 法 人 の 意思 決定 権 者 が 地域 内 に 存在 し な い 事態 や 、 今 後 の 集 落 





内 の 農地 の 利用 や 調整 


に 懸念 が 生じ ます 。 





























また 、 農 協 中 央 会 の 見 直 
分 離す る こと は 、 地 域 の 農業 や 経済 を 文 え 、 0 を 軽視 























し 、 全 農 の 株 式 会 社 化 、 さ ら に は 単位 農協 か ら 信用 ・ 共 済 事 業 






































i こ < 大 き な 影 響 を 与え る 恐れ が あり ます 。 
今日 食料 危機 が 心配 され る な か 、 農 業者 を 支え る 諸 制 度 の 充実 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ の 維 



































業 化 に つなが る と 考え 

















持 、 及 び 協 同 組合 の 発展 に よっ て 、 様 々 な 担い 手 に よる 協 働 を 進め る こと が 農業 の 成長 産 
ます 。 



































以上 の 状況 に 氏 み 、 次 の 事項 の 実現 を 強く 求め ます 。 











= 


1 








る こと 。 


2 農業 改革 に あたっ て は 、 農 業者 や 農業 団体 、 地 域 住 民 等 の 意見 や 実情 を 踏 
も 。 SO 





と 食料 自給 率 の 向上 に 



































骨太 方 針 2014」 ならび に 「 新 成長 戦略 」 に 位置 づけ た 「 農 業 改 革 」 の 見 直し を 求め 






































まえ た 内 容 
及び 農協 の 役割 を 軽視 せ ず 、 生 産 の 振興 





























に 資す る も の と する こ 

















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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意見 書 の 内 容 








北 上 市 


踏ま える と 、 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 18 日 


【 提 
【 件 





























影 手 緩 
語 束 


出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 
名 】 米 価 下 落 等 に 関す る 意見 書 


平成 26 年 産 水稲 の 全国 に 
続き 緩和 基調 で 推移 し 
和 対 策 (ナラ シ 対 











お ける 作況 指 














数 は 「101」 の 平 
し て いま す 。 こ の よう な 状況 の 中 で 、 国 


財務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 





RT 


L 
| 





比 み で あり 、 米 の 需給 は 引き 
は 過剰 米 対 策 を 行わ ず 、 収 入 























策 ) の み で 対応 する 方 針 を 示し て いる こと か ら 価 格 が 下落 し 、 


生産 現場 で で は 大 き な 不 安 と 混乱 が 広がっ て いま す 。 
也 の 集積 を 進め て きた 大 規模 な 担い 手 ほ ど 被 る 


まき 








行 に 
に は 、 
あり ます 。 
また 、 








米 の 直 
資金 繰り の 悪化 が 懸念 され る だ け で な く 、 
影響 を 及ぼ す も の と 考え られ 
臣 急 対策 を 実施 する と と も に 


平成 27 有 














な 稲作 経営 





米 の 直接 支払 交付 金 に つい て は 、 平成 22 


を 展望 で きる よう に 
以上 の 状況 に 鑑み 、 











次 支払 交付 金 の 減額 は 、 農 
影響 は 大 きく な っ て い 





ます 。 こ うし た 状況 は 、 当 市 に 











玉 | で 














お ける 農業 ・ 稲 作 農家 の 所 得 減少 や 


ド し て いる 「 新 た な 農業 ・ 農 村 政 策 」 の 遂 
E す 。 そ の た め 、 来 年 以降 も 稲作 を 継続 し て いく た め 
、 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 を 構築 し て いく 必要 が 














E 産 米 以降 に つい て も 、 主 食 
需給 緩和 が さら に 拡大 され る 




















H 米 の 需要 の 減少 や 政府 備蓄 米 梓 の 減少 等 を 
こと が 懸念 され て お り 、 





将来 に わた っ て 安定 的 























、 長 期 的 な 視 














次 の 事項 




















点 に 立っ た 総合 的 な 政策 と 支援 が 望 
の 実現 を 強く 求め ます 。 

記 
1 米 の 直接 支払 交付 金 の 拡充 及び 継続 的 な 支援 








まれ ます 。 

















り 1 万 5,000 


hy 














E 産 米 か ら 25 年 産 米 














まで 水田 10 ア ー ル 当 た 















































の 支給 を 継続 する こと 。 


2 米 過 剰 在庫 緊急 対策 の 実 ヵ 








ri 
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され 、 








平成 26 年 産 米 ! 




















| 末 民間 在庫 は 





過去 10 年 で 最 


] が 支給 され て いた が 、 平成 26 
E 産 米 以降 は 廃止 と する こと と な っ て いる 。 
と が 予想 され る こと か ら 、 米 の 直接 支払 交付 金 











E 度 産 米 か ら は 7,500 円 に 半減 し 、 平 成 30 
し か し 、 米 価 の 下落 傾向 は 今後 も 続く こ 

















は 、10 ア ー ル 当たり 単価 1 万 5,.000 円 












































3 平成 26 年 産 米 ナ ラ シ 対策 へ の 十分 な 対応 








8 月 以降 の 低温 日 
こう し た 異常 








れ て お り 、 
こと 。 





照 不足 等 の 影響 








こよ り 、 
常 気 象 に より 生産 者 等 が 不利 益 を 彼ら な いよ 2 う 対 策 を 検討 する 


NN 
調整 を 行っ て きた 米 豆 機構 の 保 和 有 時 源 が 枯 湯 し て いる 状況 に 
に 対す る 緊急 隔離 対策 を 講 





お いて 、 国 に 


し じ し る ご と % 

















青 死 米 等 の 発生 


























上 や 登 熱 不足 が 確認 








市 町 村 議会 名 


意見 書 の 内 容 











4 特例 措置 を 含め た ナラ シ 対 策 等 の 適切 な 運用 









































(1) ナラ シ 対 策 に つい て は 、 最 大 で も 標準 収入 額 の 2 割 ま で し か 補填 対象 と な ら な いこ 


と か ら 、 今 後 の 米価 動向 等 を ふま えつ つ 、 補 填 対象 や 補填 割合 の 拡大 な ど 特 


EE ヨコ 
田 


直 を 講じ る こと 。 
⑫) 平成 27 年 に 向け 












































て は 、 標 準 的 収入 額 の 大 幅 な 減少 が 想定 され る こと か ら 、 算 

















の 拡大 な ど 必 要 な 見 直し を 行う こと 。 











5 飼料 

















米 の 大 ! 





























活 




































































還 的 な 措 














定期 間 


















































米 の 生産 拡大 に 向け た 環境 整備 と 長期 的 ・ 継 続 的 な 支援 の 確保 
(1 」A グ ルー プ は 、 平 成 27 年 産 米 に お いて 60 万 トン の 生産 振興 目標 を 設定 し 、 飼 料 用 
唱 な 生産 拡大 に 取り 組む こと と し て お り 、 こ の 取り 組み を 後押し する よう 水田 
H の 直接 支払 交付 金 の 万 全 な 予算 を 確保 する こと 。 
(2) 生産 者 が 長期 的 に 安心 し て 飼料 用 米 等 の 生産 に 取り 組む こと が で きる よう に 、 新 た 



































な 食料 ・ 農 業 ・ 農 村 基 本 計画 に 水田 活用 の 直接 支払 交付 金 の 長期 的 か つ 継 続 的 な 支援 


に つい て 明記 する 
ES 





6 将来 展望 の 描け る 
(1) 平成 30 年 産 を 目 


























な ど 、 生 産 現場 に 安心 を 与え る メッ セー ジ を 








総合 的 な 水田 農業 政策 の 確立 
途 と し た 生産 調整 の 見 直 










































































果たす べき 
②⑫) 米 の 需給 拡大 に 
り 組 むこ と 。 








(3) ナラ シ 対 策 や 政府 が 創設 を 
































向け て 、 





国 を 挙げ て 、 主 食 / 






























































選 と し て 強く 示し て い 





し に 向け 、 米 の 需給 と 価格 の 安定 に 向け て 
国 や 関係 者 の 役割 な ど 、 米 政策 見 直し の 十分 な 検証 を 行う こと 。 
H] 米 の 消費 拡大 対策 や 輸出 促進 対策 を 取 





指す 収入 保険 制度 を 含め 、 過 去 の 一 定期 間 の 収入 等 を 





基 に 補填 基準 を 設定 する 仕組 み で は 継続 的 な 米価 下落 に は 耐え られ な いた め 、 担 い 手 























の 所 得 や 生産 コス 
ッ ト 対 策 を 講じ る 
(4) 担い 手 の 所 得 等 





























等 に 着 
こと 。 


し た 

















に 着目 し た 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 が 確立 され る まで の 間 は 、 





再生 産 可 能 な 水準 で 米価 


や 仕組 みな の 改善 な 











以上 、 地 方 自 





治 法 第 99 条 に 基づき 意見 書 を 提出 











ど 適 切な 対応 を 行う こと 。 














再生 産 可能 な 所 得 を 確保 で きる 万 全 な セー フ テ ィ ネ 








5 を 安定 させ る 必要 が ある た め 、 政 府 備 鞭 米 制度 の 柔軟 な 運用 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 18 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 法 務 大 臣 
【 件 名 】 治 安 維 持 法 犠牲 者 国家 賠償 法 (仮称 ) の 制定 を 求め る 意見 書 











治安 維持 法 は 、 ロ シア 革命 後 の 大正 14 年 、 国 体 の 変革 や 私 有 財 産 制 を 否定 する 共産 主義 
運動 の 取り 締まり を 目的 と し て 制定 され まし た 。 そ の 後 、 拡 大 解釈 や 改正 に よっ て 、 国 民 
主権 を 唱え 、 平 和 を 求め て 戦争 に 反対 する 組織 や 人 も 取り 締まり の 対象 と な り 、 溢 用 され 
まし た 。 日 本 が ポツダム 宣言 を 受諾 し て 終戦 を 迎え た 後 の 昭 和 20 年 11 月 に 、 言 論 の 自由 を 
抑圧 し た 悪法 と し て 廃止 され る まで 、 多 く の 人 々 が 検 源 さ れ 、 拉 問 や 虐待 で 命 を 落と し た 
人 も 多数 存在 し ます 。 
大 日 本 帝国 憲法 下 で は 国 の 賠償 責任 を 定め た 法律 が な か か っ た こと か ら 、 戦 時 中 の 国家 権 
力 の 不法 行為 に よる 個人 の 損害 に 関し て 、 国 は 賠償 責任 を 負わ な いと する こと は 「 国 家 無 
答 責 の 法理 」 と 言わ れ ま す 。 し か し 、 終 戦 か ら 70 年 と いう 節目 の 年 を 迎え よう と し て いる 
中 、 人 道 的 観点 か ら 、 平 和 を 求め た こと に より 弾圧 を 受け た 犠牲 者 へ の 謝罪 と 賠償 は 行わ 
れる べき で あり ます 。 ま た 、 現 在 生存 する 犠牲 者 は 僅か と な っ て お り 、 こ の 方 々 の 存命 中 
に 一 日 も 早く 実現 する こと は 、 言 論 の 自由 を 尊重 し 、 恒 久 の 平和 を 誓う 証 と な り ま す 。 
よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 犠 牲 者 へ 謝罪 し 賠償 を 行う 「 治 安 維持 法 犠牲 
者 国家 賠償 法 (仮称 )」 を 制定 する よう 強く 求め ます 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し 



































市 町 村 議会 名 意見 書 の 内 容 
久 慈 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 17 日 





【 提 
【 件 


26 
な 担 


大 な 影響 を 及ぼ す だ け で な く 、「 新 た な 農業 ・ 農 村 政 策 」 の 取り 組み に 


と 考 


こう し た 状況 に お いて も 、 政 府 は 、 
緩和 対策 (ナラ シ 対 策 ) お よび ナラ シ 移 行 の た め の 


対応 
いく 
く 必 

よ 
の 措 


出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 


名 】 米 価 安定 対策 








年 産 米 の 1 














等 に 関す る 意見 書 











格下 落と 米 の 直接 支払 交付 金 の 減額 は 、 農地 の 集積 を すす め て きた 大 規模 


い 手 ほど 被る 影響 は 大 きく 、 こ うし た 深刻 な 状況 は 、 本 県 農業 ・ 稲 作 農家 の 経営 に 甚 





えら れ ま す 。 




















需給 調整 の た め の 出 





























] 消 化 対策 ( ロ 








影響 を 及ぼ す も の 


対策 は 行わ ず 、 収 入 減少 影響 


F 成 26 年 産 限り ) の み で 








する 方 針 を 示し て いま す が 、 ナ ラ シ 対 策 に は 課題 が あり 、 来 年 以降 も 稲作 を 継続 し て 





た め に は 、 
要 が あり ます 。 
つて 、 医 
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(2 


(3 
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(1) JA グ ルー プ は 、27 年 産 に お いて 60 万 トン の 生産 振興 目標 を 設定 し 、 飼 料 用 
大 幅 な 生産 拡大 に 取り 組む こと と し て お り 、 こ の 取り 組み を 後 # 


置 を 講じ る よう 強く 要望 



































準 収入 額 の 2 割 まで 

















ar 
記 











特例 措置 を 含め た ナラ シ 対 策 等 の 適切 な 運用 


ペー 

















に お いて は 、 将 来 に わた っ て 安定 的 な 稲作 経営 を 展望 で きる よう 、 


























FE が 24 











じ る こ 

















今後 の 米 人 | 





緊急 対策 を 実施 する と と も に 、 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 を 構築 し て い 














急 に 次 


) ナラ シ 対 策 に つい て は 、 当 面 の 営農 ・ 生 活 資金 の 確保 対策 と あわ せ て 、 最 大 で も 標 
し か 補填 対象 と な ら な いこ と か ら 、 
つ 、 補 填 対 象 や 補填 割合 の 拡大 な ど 特 例 的 な 措置 を 講 
) 27 年 産 に 向け て は 、 極 力 多く の 担い 手 














動向 等 を ふま えつ 








と 。 


害 の 収入 減少 に 備え た コー ス に 加入 する 





よう 推進 を 行う と と も に 、 27 年 産 米 に か か る 標準 的 収入 額 の 大 幅 な 減少 が 想定 され る 
こと か ら 、 算 定期 間 の 拡大 な ど 必 要 な 見 直し を 行う こと 。 














) また 、 意 欲 あ る 多様 な 
力 的 な 運 
る 所 得 
常 気 象 へ の 十分 な 対応 














上 
ーー 


















































の 


の 徹底 や 集落 営農 の 
標 に つい て は 、 地 域 実態 に 








担い 手 が ナ ラ シ 対 策 に 加入 で きる よう 、 
組織 化 を 進め る と と も に 、 
欧 な 対応 を 行う よう 強力 に 指導 する こと 。 











され て お り 、 こ 2 う 


ら な いよ う 対 策 を 検討 する こと 。 


26 年 産 米 の 適正 販売 に 向け た 環境 整備 
長期 計画 的 に 需給 に 応じ た 適切 な 販売 を 推進 し て いく 観点 か 
ら 、 米 穀 機構 の 過剰 米 対策 基金 の 残 を 見 極め つつ 、 そ の 活用 








26 年 産 米 に つい て 、 





支援 する こと 。 
飼料 用 米 の 生産 拡大 に 向 




































































応じ た 柔 


26 年 産 米 に つい て は 、 8 月 以降 の 低温 や 
財 加 や 伏 就 不足 が 確認 


と 


























照 不 足 等 の 影響 
し た 異常 気象 に より 生産 者 等 が 不利 益 を 被 























認定 農業 者 制度 の 弾 
り わ け 県 や 市 町 村 が 定め 
































に より 、 青 死 米 等 の 発生 








な どの 民間 の 取り 組み を 





けた 環境 整備 と 長期 的 ・ 継 続 的 な 支援 確保 


















































米 の 
1 し する よう 水田 漂 
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直接 支払 交付 金 
































の 万 全 な 予算 を 確 
(2) 将来 に 向け た 積極 的 な 投資 を 促し 、 生 産 者 が 長期 的 に 
取り 組む こと が で きる よう 、 新 た な 食料 ・ 農 業 ・ 農 村 基 本 計画 に 水田 活用 の 直接 支払 


交付 金 の 長期 的 か つ 継 続 的 な 支援 に つい て 明記 する な ど 、 生 産 現場 に 安心 を 与え る メ 





ぼ 保 する こと 。 



































安心 し て 飼料 用 米 等 の 生産 に 









































ッ セ ー ジ を 国 と し て 強く 示し て いく こと 。 


27 年 産 米 の 適切 な 4 
DT 年 産 の 4 
り 組 み の ほ か 、 
発生 し て いる 過剰 作付 や 25 年 産 の 持 越 在 用 











する こと 。 





将来 展望 の 描け る 総合 的 な 水 





























E 産 数 量 目 標 の 設定 
E 産 数 量 目標 に つい て は 、J A グル ー プ の 飼料 
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上 
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(2) また 、 米 の 舌 要 拡大 ( 
策 の 取り 組む こと 。 

(3) ナラ シ 対 
収入 等 を 基 に 補填 基 








レジ 
2 
と っ 


3 
8 拓 
MM 
富 
| 麗 
3 
人 


て で て 望 ヨ 























下落 に は 耐 











可能 な 所 得 


水晶 


農業 政策 の 確立 


























用 米 の 生産 拡大 に 向け た 取 
入口 対策 の み で 需給 調整 を は か る 現行 の 政策 の 枠組 み を ふま え 、 例 年 
、 消 費 動向 等 を 勘案 し た 適正 な 水準 に 設定 














ヽ て は 、 毎 年 安定 し た 価格 で 生産 ・ 供 給 で きる こと が 生 


Ce 
ゴ eR 

















望ま し く 、30 年 産 を 目途 と し た 生産 調整 の 見 直し に 向け 、 



































国 や 関係 者 の 役割 な ど 、 米 政策 の 見 直し の 

















策 の ほか 、 政 府 が 創設 を 
E 準 を 設定 する 仕組 み の セ ー フ ティ ネッ ト 対 
えら れ な いた め 、 担 い 手 の 所 得 や 生産 コス ト 等 に 







































































フル 活用 ビジ ョ ン の 充実 や 主体 的 な 判断 で 生産 に 取 
が で きる 地域 の 担い 手 の 確保 ・ 家 成 な ど 、 さ ら な る 弄 











整備 を すす め る こ 


こ 向 け て 、 国 を 挙げ て 、 主 食用 米 の 消費 拡大 対策 や 輸出 促進 対 











指す 収入 保険 制度 を 含め て 、 過 去 の 一 定期 間 の 














系 で は 、 継 続 的 な 米価 






































し 、 担 い 手 が 再 生産 











を 確保 で きる 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 を 構築 する こと 。 








(4) また 、 担 
間 は 、 再 生 














い 手 の 所 得 等 に 着目 し た 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 
























































な 運用 や 仕組 み の 改 善 な ど を 通じ た 適切 な 対応 を 行う こと 。 

















以上 、 地 方 自治 
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法 第 99 条 の 規定 





に 基 





づき 意見 書 を 提出 する 。 


策 が 確立 され る まで の 





北 可 能 な 水準 で 米価 を 安定 させ る 必要 が ある た め 、 政 府 備 鞭 米 制度 の 柔軟 














市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








【 議 決 年 月 日 】 平成 6 12 月 12 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 
cia 

【 件 名 】「 手 話 言語 法 (仮称 )」 制 定 を 求め る 意見 書 





























手話 と は 、 音 声 言 語 (日 本 語 等 ) と 異な り 手 や 指 、 身 体 な どの 動き や 顔 の 表情 を 使う 独 
自 の 語 某 や 文法 体系 を 持つ 言語 で ある 。 手 話 を 使う ろう 者 に と っ て 、 聞 こえ る 人 た ちの 音 









































声 言語 と 同様 に 、 大 切な 情報 獲得 と 上 コミュニケ ーション の 手段 と し て 大 切 に 守ら れ て きた 。 
し か し な が ら 、 ろ う 学 校 で は 手話 は 禁止 され 、 社 会 で は 手話 を 使う こと で 差別 され て き 
た 長い 歴史 が あっ た 。 




















2006 年 (平成 18 年 ) 12 月 に 採択 され た 国連 の 障害 者 権利 条約 に は 、「 手 話 は 言語 」 で あ 
る こと が 明記 され て いる 。 
障害 者 権利 条約 の 批准 に 向け て 日 本 政府 は 国内 法 の 整備 を 進め 、2011 年 (平成 23 年 ) 
8 月 に 成立 し た 「 改 正 障害 者 基本 法 」 で は 「 全 て 障害 者 は 、 可 能 な 限り 、 言 語 (手話 を 含 
む 。) その ほか の 意思 疎通 の た め の 手 段 に つい て の 選択 の 機会 が 確保 され る 」 と 定め られ た 。 
た 、 同 法 22 条 で は 国 ・ 地 方 公共 団体 に 対 し て 情報 補償 施策 を 義務 付け て お り 、 手 話 が 
声 言 語 と 対等 な 言語 で ある こと を 広く 国民 に 広め 、 聞 こえ な い 子 ども が 手話 を 身 に 付け 
a に 手話 が 使え 、 さ ら に は 手話 を 言語 と し て 普及 、 研 究 す る こ AS 
環境 整備 に 向け た 法 整備 を 国 と し て 実現 する こと が 必要 で ある と 考え る 。 

よっ て 、 国 に お か れ て は 、 上 記 内 容 を 盛り 込ん だ 「 手 話 言語 法 (仮称 )」 を 早期 に 制定 す 
















































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








遠 野 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 12 日 
【 提 出 先 】 衆議院 完 議 長 ヽ 参議 議院 議 ヽ 内 閣 : 総理 大 臣 、 財務 大 臣 、 農林 水産 大 臣 
【 件 名 】 米価 下落 に 係る 安定 対策 等 を 求め る 意見 書 















































当 市 の 営農 振興 は 、 米 政策 等 の 見 直し に 対応 し 生産 数 量 目標 に 即 し た 生産 や 、 水 田 フ ル 
活用 に よる 水田 活用 米穀 の 取り 組み を 推進 する 等 、 米 の 需給 調整 に 積極 的 に 取り 組ん で き 
た 3 

し か し な が ら 、26 年 産 米 の 価格 下落 と 米 の 直接 支払 交付 金 の 減額 は 、 農 地 の 集 積 を すす 
め て きた 大 規模 な 担い 手 ほ ど 被 る 影響 は 大 きく 、 こ うし た 深刻 な 状況 は 、 本 県 農業 ・ 稲 作 
農家 の 経営 に 甚大 な 影響 を 及ぼ す だ け で な く 、「 新 た な 農業 ・ 農 村 政 策 」 の 取り 組み に も 
影響 を 及ぼ す も の と 考え る 。 

こう し た 状況 に お いて も 、 政 府 は ON RD OT ナ 
ラ シ 対 策 の み で 対応 する 方 針 を 示し て い UG 
緊急 対策 を 実施 する と と も に 、 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 を 構築 し て いく 必要 が ある 。 

か か る な か 、 将 来 に に わた っ て 安定 的 な 征 作 経営 を 展望 で きる よう 、 早 急 に 次 の 措置 を 講 
じ る よう 強く 要望 する 。 
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94! 













































































記 
1 米 過 剰 在庫 緊急 隔離 対策 を 実施 する こと 
平成 27 年 6 月 末 民 間 在 庫 は 過去 10 年 で 最大 水準 の 需給 緩和 状況 が 継続 する と 想定 さ 
れ 、 調 整 を 行っ て きた 米穀 機構 の 保有 財源 が 枯 湯 し て いる 状況 に お いて 、 国 に よる 26 
年 産 米 に 対す る 緊急 隔離 対策 を 講ず る こと 。 
2 26 年 産 米 ナ ラ シ 対策 へ の 十分 な 対応 を する こと 
26 年 産 米 に つい て は 、8 月 以降 の 低温 や 日 照 不 足 等 の 影響 に より 、 青 死 米 等 の 発生 
や 登 就 不足 が 確認 され て お り 、 こ うし た 異常 気象 に より 生産 者 等 が 不利 益 を 被 ら な いよ 
う 対 策 を 検討 する こと 。 
3. 特例 措置 を 含め た ナラ シ 対 策 等 の 適切 な 運用 を する こと 
(1) ナラ シ 対 策 に つい て は 、 最 大 で も 標準 収入 額 の 2 割 ま で し か 補填 対象 と な ら な いこ 
と か ら 、 今 後 の 米価 動向 等 を ふま えつ つ 、 補 填 対 象 や 補填 割合 の 拡大 な ど 特 例 的 な 指 
置 を 講じ る こと 。 
(2) 27 年 産 に 向け て は 、 27 年 産 米 に か か る 標準 的 収入 額 の 大 幅 な 減少 が 想定 され る こと 
か ら 、 算 定期 間 の 拡大 な ど 必 要 な 見 直し を 行う こと 。 
4 飼料 用 米 の 生産 拡大 に 向け た 環境 整備 と 長期 的 ・ 継 続 的 な 支援 の 確保 を する こと 
(1) JA グル ー プ は 、27 年 産 に お いて 60 万 トン の 生産 振興 目標 を 設定 し 、 飼 料 用 米 の 
大 幅 な 生産 拡大 に 取り 組む こと と し て お り 、 こ の 取り 組み を 後押し する よう 水田 活用 
の 直接 支払 交付 金 の 万 全 な 予算 を 確保 する こと 。 
(2) 生産 者 が 長期 的 に 安心 し て 飼料 用 米 等 の 生産 に 取り 組む こと が で きる よう 、 新 た な 
食料 ・ 農 業 ・ 農 村 基 本 計画 に 水田 活用 の 直接 支払 交付 金 の 長期 的 か つ 継続 的 な 支援 に 
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つい て 明記 する な ど 、 生 産 現場 





こと 
~~ O 


に 安心 を 与え る メッ セー 

















5 将来 展望 の 描け る 総合 的 な 水 

















農業 政策 を 確立 する こと 





























ジ を 国 と し て 強く 示し て いく 


(1) 30 年 産 を 目途 と し た 生産 調整 の 見 直し に 向け 、 米 の 需給 と 価格 の 安定 に 向け て 果 た 





























すべ き 国 や 関係 者 の 役割 な ど 、 














り 組 むこ と 。 


(3) ナラ シ 対 策 や 政府 が 創設 を 目指 す 収 入 保険 制度 を 含め 、 
基 に 補填 基準 を 設定 する 仕組 み で は 継続 的 な 米価 下落 に 
の 所 得 や 生産 コス ト 等 に 着目 し た 再生 産 可能 な 所 得 を 確 



































米 政策 見 直し の 十分 な 検証 を 行う こと 。 
(2) 米 の 需要 拡大 に 向け て 、 国 を 挙げ て 、 主 食用 米 の 消費 拡大 対策 や 輸出 促進 対策 を 取 



























































ッ ト 対 策 を 構築 する こと 。 











(4) 担い 手 の 所 得 等 に 着目 し た 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 
































再生 産 可 能 な 水準 で 米 人 























や 仕組 み の 改善 な ど 適切 な 対応 を 行う こと 。 








以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 















































過去 の 一 定期 間 の 収入 等 を 
は 耐え られ な いた め 、 担 い 手 
保 で きる 万 全 な セー フ テ ィ ネ 























策 が 確立 され る まで の 間 は 














| を 安定 させ る 必要 が ある た め 、 政 府 備蓄 米 制度 の 柔軟 な 運用 














意見 書 の 内 容 











Ri 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 i (見 書 

















手話 と は 、 日 本 語 を 音声 で は な く 手 や 指 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 を 使う 独自 の の 語 委 や 


文法 体系 を も つ 言 語 で す 。 手話 を 使う ろう 者 に と っ て 、 聞 こえ る 人 た ちの 音声 言語 と 同様 
に 、 大 切な 情報 獲得 と コミ ュ ニ ケー ショ ン の 手段 と し て 大 切 に 守ら れ て きま し た 。 
し か し な が ら 、 ろ う 学 校 で は 手話 は 禁止 され 、 社会 で は 手話 を 使う こと で 差別 され て き 
長い 歴史 が あり まし た 。 
平成 1 8 年 1 2 月 に 採択 され た 国連 の 障害 者 権利 条約 に は 、「 手 話 は 言語 」 で ある こと 
が 明記 され て いま す 。 
障害 者 権利 条約 の 批准 に 向け て 日 本 政府 は 国内 法 の 整備 を 進め 、 平 成 2 3 年 8 月 に 成立 
し た 「 改 正 障害 RI て 障害 者 は 、 可 能 な 限り 、 | 
他 の 意思 疎通 の た め の 手 段 に つい て の 選択 の 機会 が 確保 きれ る と と も に 、 情報 の 取得 又 
利用 の た め の 手 段 に つい て の 選択 の 機会 の 拡大 が 図ら れる こと 。」 と 定め られ まし た 。 
よっ て 、 手話 が 音声 言語 と 対等 な 言語 で ある こと を 国民 に 広め 、 き こえ な い 子 ども が 手 
話 を 身 に つけ 、 手話 で 学べ 、 自 由 に 手話 が 使え 、 更 に は 手話 を 言語 と し て 普及 、 研究 する 
こと の で きる 環境 整備 を 目的 と し た 手話 言語 法 の 制定 を 強く 求め ます 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 


























意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 18 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 米価 安定 対策 等 を 求め る 意見 書 





本 市 は 、 東 日 本 大 震 災 か ら の 農林 水産 業 の 再生 が 喫 忠 の 課題 と な ね っ て いる 。 特 に も 農業 
に お いて は 、 地域 農産 物 の ブラ ンド 化 や 集落 営農 の 組織 化 を 進め る な ど 、 農業 再生 及び 振 
興 に 努力 を 重ね て いる 。 
平成 26 年 産 米 の 価格 下落 と 米 の 直接 支払 交付 金 の 減額 は 、 本 市 の 農業 ・ 稲 作 農 家 の 経 
営 に 甚大 な 影響 を 及ぼ す だ け で な く 、 農家 の 営農 意欲 の 減退 を 拓 く と と も に 、 離農 や 担い 
手 不 足 に 拍車 を か け 、「 新 た な 農業 ・ 農 村 政策 」 の 取組 み に も 深刻 な 影響 を 及ぼ す も の と 
考え られ る 。 

この た め 、 農 業者 が 意欲 を 失う こと な く 、 稲 作 農業 に 取り 組む こと が で きる 環境 を 整備 
する た め 、 政府 は 、 収入 減少 影響 緩和 対策 (ナラ シ 対 策 ) 及び ナラ シ 移 行 の た め の 円 清 化 
対策 (平成 26 年 産 限り ) に 限ら ず 、 政府 主導 に よる 補完 的 な 需給 及び 価格 の 安定 対策 や 
生産 ・ 流 通 等 の 支援 対策 、 さ ら に は 、 収 入 保険 制度 の 早期 創設 、 制 度 資金 の 拡充 な ど 、 継 
続 的 な 米価 下落 に 耐え うる 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト を 構築 する 必要 が ある 。 

よっ て 、 稲 作 農家 が 、 将来 に わた っ て 安定 的 な 稲作 経営 を 展望 で きる 対策 を 講じ られ る 
よう 強く 要望 する 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 
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ー 関 市 


【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 10 日 
岩手 県 知事 
【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 





糞 を 担い 、 学 校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 






































































































































【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 



































が 求め られ て いま す 。 



































お り 要 望 い た し ます 。 





























を 求め ます 。 








以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 




















よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 、 





私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 

現在 、 私 立 学 校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環 境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 

また 、 生 徒 一 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 、 学校 と 比べ て 低い こと が 、 教 育 諸 条 
件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 


次 の と 


過疎 地域 の 私 立 高 校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を さら に 充実 する こと 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








ー 関 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 10 日 
【 提 出 先 】 衆議院 完 議 長 ヽ 参議 議院 議 ヽ 内 閣 : 欠 理 大 臣 、 財務 大 臣 、 農林 水産 大 臣 
【 件 名 】 米価 下落 及び 新た な 農政 改革 に つい て 適切 な 対応 を 求め る 意見 書 











平成 26 年 産 米 は 、 概 算 金 が 60 キロ 当たり 8, 400 円 、 前 年 に 比べ 2, 800 円 も 大 幅 に 下落 
し た 。 加 えて 、 戸 別所 得 補償 も 半減 し 、 生 産 費 を 補う こと が で き な い 状況 で ある 。 
特に も 、 国 の 政策 に 呼応 し た 農地 集積 に 取り 組ん で きた 経営 規模 の 大 き な 農 業 生 産 法人 
等 の 打撃 は 甚大 で ある 。 
この た め 、 農 業 を 基幹 産業 と する 当 市 に お いて は 、 か つて な い 人 危機 的 状況 で あり 、 営 農 
の 継続 的 発展 に 黄 信 号 が と も る 。 

加え て 、 新 た な 農政 改革 が 施行 され た と ころ で ある が 、 現 場 に お いて は 、 大 き な 農 政 改 
革 に つい て 、 懸 命 な 取り 組み を 行っ て いる 。 
今回 の 改革 は 、 大 部 分 が 中 山間 地域 に ある 当 市 の 農村 ・ 農 地 の 今 後 の 命運 を 左右 する 重 
要 な 転換 点 で ある と 考え る 。 
今回 の 改革 に つい て 、 現 場 に お いて 、 RNN 人 か ら 検 討 し て きた 結果 、 現 
場 に 取 し た 下記 の 事項 に つい て 、 適 切な 対応 を 求め 、 意 見 書 を 提出 する 。 

































































































































































記 


























策 を 講じ る こと 。 























農業 が 継続 で き 、 再 生産 に 意欲 を 持て る よう 生産 費 に 見 合 
政府 は 米 の 電 給 と 価格 安定 に 責任 を 持つ 対策 を 明示 する こ 
劇 蓄 米 の 買い 入れ を 行い 、 過 剰 米 対策 を 行う こと 。 

氏 コ スト 生産 が 可能 と な る 飼料 用 米 の 生産 対策 を 講じ る こと 。 

農地 中 間 管 理事 業 に お ける 地域 集積 協力 金 を 非課税 と する こと 。 ま た 、 農 業 経営 基盤 
準備 金 と し て の 積み 立て を 可能 と する こと 。 

6 中 山間 地域 は 条件 が 不利 益 で あり 、 遊 休 農 地 は 、 多 面 的 機能 支払 交付 金 の 対象 と な ら 
な い 。 全国 一 律 の 制度 で な く 、 地 域 の 創意 工夫 が 活か せる 制度 へ 改善 を 図る こと 。 

7 多面 的 支払 交付 金 は 、 用 排水 路 な どの 土地 改良 施設 の 更新 や 補修 に 活用 で きる よう 、 
事業 継続 期間 中 は 積み 立て を 可能 と する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 10 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 、 内 閣府 特命 担当 大 臣 (少子 化 対策 ) 

【 件 名 】 子 ども ・ 子 育て 支援 新制 度 の 財政 措置 を 求め る 意見 書 














今 、 当 市 は 、 急 激 に 進む 少子 化 、 人 口 減少 対策 に 全力 を 挙げ て 取り 組ん で いる 。 
還 に お いて も 、 子 ども ・ 子 育て 支援 新制 度 を 創設 し 、2015 年 度 か ら 本 格 的 に 実施 する 計 
画 と な っ て いる 。 

これ を 受け て 、 既 に 地域 に お いて は 、 認 定 こ ども 園 、 待 機 児童 の 解消 、 職 員 給 与 の 改善 
な ど 、 関 係 者 に 対し て の 説明 会 を 開催 し 、 そ の 総合 対策 へ の 準備 中 で ある 。 

他方 、 こ の 新制 度 に 必要 な 費用 は 、 年 間 で 1 兆 円 と な っ て いる 。 

この 制度 を 軌道 に 乗せ る た め に は 、 政 府 が 当初 の 計画 どおり の 十分 な 財源 を 確保 する こ 
と が 前 提 人 条件 で ある 。 
財源 確保 が 不 十 分 で あれ ば 、 しわ寄せ は 地方 自治 体 や 弱者 に 大 きく 及び 、 格 差 を 助長 し 
か ね な い 。 
よっ て 、 国 に お いて は 、 子 ども ・ 子 育て 支援 新制 度 の 財政 措置 に 責任 を も っ て 対応 する 
よう 求め る 。 








































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 10 日 


【 提 出 先 】 衆議院 完 議 長 ヽ 参議 議院 議 ヽ 内 閣 : 稔 理大 臣 、 総務 大 臣 、 財務 大 臣 、 


文部 科学 大 臣 


【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な どの 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 
を は か る た め の 、2015 年 度 政府 予算 に 係る 意見 書 


35 人 以下 学級 に つい て 、 小 学校 1 年 生 、 
算 措 置き され て いま せん 。 日 本 は 、OECD 諾 国 に 比べ て 、 1 学級 当たり の り ! 
員 1 人 当たり の 児童 生徒 数 が 多く な っ て い 




















2 年 生 と 続い て きた 35 人 以下 学級 の 拡充 が 予 




















た め に は 、1 ク ラス の 学級 規模 を 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 
と り の 子ども に 対す る きめ 細か な 対応 が 必要 と 





社会 状況 等 の 変化 に より 学校 は 


、 一 人 ひ 
な っ て いま す 。 ま た 、 新しい 学習 指導 要領 に 









































童 生徒 数 





、 授業 時 数 や 指導 内 容 が 





加 し て い ヨ 




















や 教 


E す 。 一人ひとり の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う 


すす 


i 














っ て いま す 。 い じ め 、 不 登校 な ど 生徒 











指導 











て 、 少 人 数 学級 の 推進 な どの 計画 的 定数 改 
いく つか の 自治 体 に お いて は 、 茂 し い 財 政 状 況 の 中 、 独 自 財源 に よる 30 人 へ ~35 人 以下 
体 の 判断 と し て 少 人 数 学級 の 必要 性 を 認識 


























学級 が 行わ れ て いま す 。 こ の こと は 、 





Fs 


Y ム 





ーー 





























いる こと の 現れ で あり 、 国 の 施策 と し て 財 
| 及び 教職 員 定 





が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編 











の 課題 も も ちり ます 。 こ うし た こと の 解決 ( 


善 が 必要 で す 。 





























源 保障 する 必要 が あり ます 。 ま た 、 文 部 科 























数 に 関す る 国民 か ら の 意見 募集 」 











が 「 小 中 高校 の 望ま し い 学級 規模 」 と し て 、26 人 て 30 人 を 挙げ て いま す 。 
三位一体 改革 に より 、 義 務 教 育 費 国 庫 負担 制度 の 国 負 担 割 合 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 




















引き 下げ られ まし た 。 そ の 結果 、 自 治 体 財 





ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 
神 で あり ます 。 









































現さ れる よう 強く 要望 し ます 。 





1 少 人 数 学級 を 引き 続き 推進 する こ 
並み の 豊か な 教育 環境 を 整備 する た め 























と 。 


均等 に 一 





























で は 、 約 


こむ け 


し て 
学 省 
6 割 





政 が 圧迫 され 非 正規 教職 員 も 増え て いま す 。 子 






































記 




















、30 人 以下 と する こと 。 











2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 1 








を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 











以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 




















まり 








子ども の 学ぶ 意欲 ・ 主 体 的 な 取り 組み を 引き 出す 教育 の 役割 は 重要 で あり 、 そ の た め の 
条件 整備 が 不可 欠 で す 。 こ うし た 観点 か ら 、2015 年 度 編 





政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 


また 、 そ の 具体 的 な 学級 規模 は 、OECD 講 国 





定 水 準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 の 精 


が 実 




















前 度 の 負担 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 19 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 
厚生 労働 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 

【 件 名 】 手話 言語 法制 定 を 求め る 意見 書 


























手話 と は 、 日 本 語 を 音声 で は な く 、 手 や 指 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 を 使う 独自 の 語 緊 
や や 文法 体系 を も つつ 言語 で あり ます 。 手 話 は 、 こ れ を 使う ろう 者 に と っ て 、 聞 こえ る 人 た ち 
の 音声 言語 と 同様 に 、 大 切な 情報 獲得 と コミ ュ ニ ケー ショ ン の 手段 と し て 大 切 に 守ら れ て 
きま し た 。 
平成 18 年 12 月 に 採択 され た 国連 の 障害 者 権利 条約 に は 、 手 話 は 言語 で ある こと が 明記 さ 
れ て お り ま す 。 

障害 者 権利 条約 の 批准 に 向け て 日 本 政府 は 国内 法 の 整備 を 進め 、 平 成 23 年 8 月 に 成立 し 
た 改正 障害 者 基本 法 で は 、「 全 て 障害 者 は 、 可 能 な 限り 、 言 語 (手話 を 含む 。) その 他 の 意 
思 貴 通 の た め の 手 段 に つい て の 選択 の 機会 が 確保 され る 」 と 定め られ まし た 。 
また 、 同 法 第 22 条 で は 国 ・ 地 方 公共 団体 に 対し て 情報 保障 施策 を 義務 づけ て お り 、 手 話 
が 音声 言語 と 対等 な 言語 で や る こと を 広く 国民 に 広め 、 聞 こえ な い 子 ども が 手話 を 身 に つ 
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け 、 手 話 で 学べ 、 自 由 に 手話 が 使え 、 更 に は 手話 を 言語 と し て 普及 、 研 究 す る こと の で き 
る 環境 整備 に 向け た 法 整 備 を 実現 する こと が 必要 で ある と 考え ます 。 

これ ら の こと か ら 、 国 に お いて は 、 上 記 の 内 容 を 盛り 込ん だ 「 手 話 言 語法 (仮称 )」 を 制 
定 す る よう 、 強 く 求 め る も の で あり ます 。 













































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 16 日 


【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 


、 農 林 水 産 大 臣 


【 件 名 】 米価 安定 対策 等 を 求め る 意見 書 








26 年 産 米 の 価格 下落 と 米 の 直接 支払 交付 金 の 減額 は 、 農地 の 集積 を すす め て きた 大 規模 
く 、 こ うし た 深刻 な 状況 は 、 本 県 農業 ・ 稲 作 農 家 の 経営 に 甚 








な 担い 手 ほ ど 和 被る 影響 は 大 き 
大 な 影響 を 及ぼ す だ け で な く 
と 考え られ ます 。 









































、「 新 た な 農業 ・ 農 村 政 策 」 の 取り 組み に も 影響 を 及ぼ す も の 


こう し た 状況 に お いて も 、 政 府 は 、 需 給 調整 の た め の 出 口 対策 は 行わ ず 、 収 入 減少 影響 
緩和 対策 (ナラ シ 対 策 ) お よび ナラ シ 移 行 の た め の 円 滑 化 対策 (平成 26 年 産 限 り ) の み で 


対応 する 方 針 を 示し て いま す が 、 ナ ラ シ 対 策 に は 課題 が あり 、 来 人 



































以降 も 稲作 を 継続 し て 


いく た め に は 、 緊 急 対 策 を 実施 する と と も に 、 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 を 構築 し て い 


く 必 要 が あり ます 。 





か か る な か 、 将 来 に わた っ て 安定 的 な 稲作 経営 を 





























地方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 

















1 特例 措置 を 含め た ナラ シ 対 策 等 の 適切 な 運用 























記 




















展望 で きる よう 、 下 記事 項 に つい て 、 














(1) ナラ シ 対 策 に つい て は 、 当 面 の 営農 ・ 生 活 資 金 の 確保 対策 と あわ せ て 、 最 大 で も 標 


























つつ 、 補 填 対 象 や 補填 割合 の 拡大 な ど 特 例 的 な 措置 を 講じ る こと 。 


(2) 27 年 産 に 向け て は 、 極 力 多 く の ]} 
































準 収入 額 の 2 割 ま で し か 補填 対象 と な ら な いこ と か ら 、 今 後 の 米価 動向 等 を ふま え 














旧い 手 が 2 割 の 収入 減少 に 備え た コー ス に 加入 す 











る よう 推進 を 行う と と も に 、27 年 産 米 に か か る 標準 的 収入 額 の 大 幅 な 減少 が 想定 さ 
れる こと か ら 、 算 定期 間 の 拡大 な ど 必 要 な 見 直し を 行う こと 。 




















(3) また 、 意欲 ある 多様 な 担い 手 が ナ ラ シ 対 策 に 加入 で きる よ 2 う 、 
の 弾力 的 な 運用 の 徹底 や 集落 営農 の 組織 化 を 進め る と と も に 、 


















































認定 農 業者 制度 
と り わ け 県 や 市 町 村 

















が 定め る 所 得 目 標 に つい て は 、 地 域 実 態 に 応じ た 柔軟 な 対応 を 行う よう 強力 に 指導 











する こと 。 





2 異常 気象 へ の 十分 な 対応 
26 年 産 米 に つい て は 、8 




















3 26 年 産 米 の 適正 販売 に 向 
26 年 産 米 に つい て 、 長 期 











月 以降 の 低温 や 日 照 不足 等 の 影響 に より 、 青 死 米 等 の 発生 の 
増加 や 登 熱 不足 が 確認 され て お り 、 こ うし た 上 異常 気象 に より 生産 者 等 が 不利 益 を 被 ら な 
いよ う 対 策 を 検討 する こと 。 























けた 環境 整備 





計画 的 に 需給 に 応じ た 適切 な 販売 を 推進 し て いく 観点 か ら 、 
米穀 機構 の 過剰 米 対策 基金 の 残 を 見 極め つつ 、 そ の 活用 な どの 民間 の 























り 組み を 支援 す 
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4 飼料 
J A グ ルー プ は 、27 年 産 に お いて 60 万 トン の 生産 振興 目標 を 設定 
この 取り 組み を 後 } 
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(1) 


大 幅 な 生産 拡大 ( 

















H 米 の 生産 拡大 に 向け た 環境 整備 と 長期 的 

















・ 継 続 的 な 支援 7 


徐 保 
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を 進め る こと 。 
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政府 が 創設 を 目指 す 収入 保険 制度 を 含め て 、 
準 を 設定 する 仕組 み の セ ー フ ティ ネッ ト 対 策 で は 
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の 影 疾 5 に 


日 照 不 足 等 の ン ョ より 、 
こう し た 暴 常 気象 に より 生産 者 等 が 不 和 


青 死 米 等 の 発生 
] 益 を 被 

















26 年 産 米 に つい て 、 長 期 計画 的 に 需給 1 
ら 、 米 殻 機構 の 過剰 米 対策 基金 の 残 を 見 極め つつ 、 そ の 活 / 














支援 する こと 。 





こ 応 じ た 適 切な 販売 を 推進 し て いく 観点 か 
H な どの 民間 の 取り 組み を 
































4 飼料 用 米 の 生産 拡大 に 向け た 環 














芯 境 整備 と 長期 的 








・ 継 続 的 な 支援 確保 
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(1) JA グ ルー 
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ーー 




















(② 将来 に 向 


取り 組む こと が で きる よう 、 新 た な 
交付 金 の 長期 的 か つ 継 続 的 な 支援 に つい て 明記 する な ど 、 生 産 現場 ( 








プ は 、 





27 年 産 に 




















この 取り 組み を 
人 保 す る こと 。 
































向け た 積極 的 な 投資 を 促し 、 生 産 者 が 長期 的 に 安心 し て 飼料 








お いて 60 万 トン の 生産 振興 目標 
呈 な 生産 拡大 に 取り 組む こと と し て お り 、 
の 直接 支払 交付 金 の 万 全 な 予算 を 確 


後 } 


を 設 




















定 し 、 飼 料 
1 し する よう 水田 活用 











H 米 の 




















H 米 等 の 生産 に 











食料 ・ 農 業 ・ 農 村 基 本 計画 


























に 水 








活用 の 直接 支払 








ッ セ ー ジ を 国 と し て 強く 示し て いく こと 。 


5 27 年 産 米 の 適切 な 生 
27 年 産 の 生産 数 量 















































産 数 量 目標 の 設 
標 に つい て は 、JA グ ルー プ の 飼料 ) 


ーー 






























































1 米 の 4 











に 安心 を 与え る メ 


E 産 拡大 に 向け た 取 








り 組 み の ほ か 、 人 入口 対 策 の み で 筑 給 調整 を 図る 現行 の 政策 の 枠組 み を 踏ま え 、 例 年 発 
生 し て いる 過剰 作付 や 25 年 産 の 持 越 在庫 、 消 費 動向 等 を 勘案 し た 適正 な 水準 に 設定 
る こと 35 





6 将来 展望 の 描け る 総合 的 な 水 





(1) わが 国 の ヨ 





[【[ 














米 の 需給 と 





食 で ある 米 に つい て は 、 
産 者 ・ 消 費 者 双方 に と っ て 望 
山 格 の 安定 に 向け て 果たす べき 国 





十分 な 検証 を 行う と と も に 
り 組 むこ と が で きる 地域 の 担い 手 の 確 保 ・ 育成 な ど 、 さ ら な る 環 


(2) また 、 


米 の 需要 拡大 に 向け て 、 表 
策 に 取り 組む こ 
(3) ナラ シ 対 策 の ほか 、 


ど と 2 














収入 等 を 
下落 に は 








基 に 補 


填 基 準 を 設 








耐え られ な いた め 





可能 な 所 得 を 確 














(4) また 、 














な 運 

















担い 手 の 所 得 等 ( 





政府 が 創設 を 
定 する 仕組 み の セ ー フ ティ ネッ ト 対 











農業 政策 の 確立 


テー 


二 


























年 安定 し た 価格 で 生産 ・ 


供給 で きる こと が 生 





【 





まし く 、 











30 年 産 を 目途 と し た 生産 調整 の 見 直し に 向け 、 


























や 関係 者 の 役割 な 








ざ 、。 





水田 フル 活用 ビジ ョ ン の 充実 や 主体 的 な 
























































目指 す 収入 保険 制度 を 含め 

















で 
策 で は 








、 担 い 手 の 所 得 や 生産 コス ト 等 に 着 



























































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 


ーー 有 

















を 通 じ た 適 商 切 な 対応 を 行う こと 。 




















政策 の 見 直し の 
判断 で 生産 に 取 
環境 整備 を 進め 
を 挙げ て 、 主 食用 米 の 消費 拡大 対策 や 輸出 促進 対 





る ご と 。 








過去 の 一 定期 間 の 
、 継 続 的 な 米価 
し 、 担 い 手 が 再生 産 
E 保 で きる 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 を 構築 する こと 。 

し た 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 が 確立 され る まで の 
間 は 、 再 生産 可能 な 水準 で 米価 を 安定 させ る 必要 が ある た め 、 政 府 備蓄 米 制 度 の 柔軟 
や 仕組 み の 改善 な ど 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 11 日 
【 提 出 先 】 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 米価 安定 対策 等 に 関す る 意見 書 




















26 年 産 米 の 価格 下落 と 米 の 直接 支払 交付 金 の 減額 は 、 農 地 の 集積 を すす め て き 
た 大 規模 な 担い 手 ほ ど 被 る 影響 は 大 きく 、 こ うし た 深刻 な 状況 は 、 本 町 農業 ・ 稲 
作 農家 の 経営 に 多大 な 影響 を 及ぼ す だ け で な く 、「 新 た な 農業 ・ 農 村 政 策 」 の 取り 
組み に も 影響 を 及ぼ す も の と 考え られ る 。 

こう し た 状況 に お いて も 、 政 府 は 、 和 需給 調整 の た め の 出 口 対 策 は 行わ ず 、 収 入 
減少 影響 緩和 対策 (ナラ シ 対 策 ) お よび ナラ ン シ 移 行 の た め の 円 滑 化 対策 (平成 26 
年 産 限 り ) の み で 対応 する 方 針 を 示し て いる が 、 ナ ラ シ 対 策 に は 課題 が あり 、 来 
年 以降 も 稲作 を 継続 し て いく た め に 、 緊 急 対策 を 実施 する と と も に 、 万 全 な セー 
フ テ ィ ネッ ト 対 策 を 構築 し て いく 必要 が ある 。 

よっ て 、 国 に 対し 、 将 来 に わた っ て 安定 的 な 稲作 経営 を 展望 で きる よう 、 早 急 
に 次 の 措置 を 講じ る よう 要望 する 。 












































































































































1 特例 措置 を 含め た ナラ シ 対 策 等 の 適切 な 運用 

ナラ シ 対 策 に つい て は 、 最 大 で も 標準 収入 額 の 2 割 ま で し か 補填 対象 と な ら な いこ 
と か ら 、 今後 の 米価 動向 等 を ふま えつ つ 、27 年 産 米 に つい て は 標準 的 収入 額 の 大 幅 な 
減少 が 想定 され る こと か ら 、2 割 の 収入 減少 に 備え た コー ス に 加入 する よう 推進 を 行 
うと と も に 、 算 定期 間 の 拡大 な ど 必 要 な 見 直し 又は 補填 対象 や 補填 割合 の 拡大 な ど 特 
例 的 な 措置 を 講じ る こと 。 

また 、 意 欲 あ る 多様 な 担い 手 が ナ ラ シ 対 策 に 加入 で きる よう 、 誰 定 農業 者 制度 の 弾 
力 的 な 運用 の 徹底 や 集落 営農 の 組織 化 を 進め る と と も に 、 と り わ け 県 や 市 町 村 が 定め 
る 所 得 目標 に つい て は 、 地 域 実態 に 応じ た 柔軟 な 対応 を 行う よう 指導 する こと 。 
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2 畑 常 気象 へ の 十分 な 対応 

26 年 産 米 に つい て は 、8 月 以降 の 低温 や 日 時 不 足 等 の 影響 に より 、 青 死 米 等 の 発生 の 
増加 や 癌 熟 不 足 が 確認 され て お り 、 こ うし た 異常 気象 に より 生産 者 等 が 不利 益 を 彼ら な 
いよ う 対 策 を 検討 する こと 。 






































3 26 年 産 米 の 適正 販売 に 向け た 環境 整備 
26 年 産 米 に つい て 、 長 期 計画 的 に 電 給 に 応じ た 適切 な 販売 を 推進 し て いく 観点 か 
ら 、 米 穀 安 定 供給 確保 支援 機構 の 過剰 米 対策 基金 の 残 を 見 極め つつ 、 そ の 活用 な どの 

民間 の 取り 組み を 支援 する こと 。 
4 飼料 用 米 の 生産 拡大 に 向け た 環境 整備 と 長期 的 ・ 継 続 的 な 支援 確保 
JA グ ルー プ は 、27 年 産 に お いて 60 万 トン の 生産 振興 目標 を 設定 し 、 飼 料 用 米 の 
大 幅 な 生産 拡大 に 取り 組む こと と し て お り 、 こ の 取り 組み を 後押し する よう 水田 活 
の 直接 支払 交付 金 の 万 全 な 予算 を 確保 し 、 生 産 者 が 長期 的 に 安心 し て 飼料 用 米 等 の 4 
に 取り 組む こと が で きる よう 、 長 期 的 か つ 継 続 的 な 支援 に つい て 明記 する な ど 、4 
産 現場 に 安心 を 与え る メッ セー ジ を 国 と し て 強く 示し て いく こと 。 
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5 27 年 産 米 の 適切 な 生産 数 量 目標 の 設定 

27 年 産 の 生産 数 量 目標 に つい て は 、J A グ ルー プ の 飼料 用 米 の 生産 拡大 に 向け た 取 
り 組 み の ほ か 、 例年 発生 し て いる 過剰 作付 や 25 年 産 の 持 越 在庫 、 消費 動向 等 を 勘案 し 
た 適正 な 水準 に 設定 する こと 。 
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6 将来 展望 の 描け る 総合 的 な 水田 農業 政策 の 確立 


















































(1) わが 国 の 主食 で ある 米 に つい て は 、 毎年 安定 し た 価格 で 生産 ・ 供 給 で きる こと が 3 











レア 2 
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産 者 ・ 消 費 者 双方 に と っ て 望ま し く 、30 年 産 を 目途 と し た 生産 調整 の 見 直し や 米 の 





Nl 























給 と 価格 の 安定 に 向け て 、 米 政策 の 十分 な 検証 を 行う と と も に 、 水 田 フ ル 活 用 ビジ ョ 
ン の 充実 や 地域 の 担い 手 の 確 保 ・ 育 成 な ど 、 さ ら な る 環境 整備 を すす め る こと 。 
また 、 米 の 需要 拡大 に 向け て 、 国 を 挙げ て 、 主 食用 米 の 消費 拡大 対策 や 輸出 促進 対 






























































策 に 取り 組む こと 。 
(2) ナラ シ 対 策 の ほか 、 現 行 の セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 で は 、 継 続 的 な 米 人 


El 


















































られ な いた め 、 担 い 手 が 再生 産 可 能 な 所 得 を 確保 で きる 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 
を 構築 する と と も に 、 そ の 間 は 、 再 生産 可能 な 水準 で 米価 を 安定 させ る 必要 が ある た 
































め 、 政 府 備 薔 米 制 度 の 柔軟 な 運用 や 仕組 み の 改善 な ど 適 切な 対応 を 行う 









































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 











i 下落 に は 耐え 


SE 

















市 町 村 議会 名 意見 書 の 内 容 
紫 波 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 25 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 財 務 大 臣 、 
農林 水産 大 臣 


【 件 名 】 米価 安定 対策 等 に 関す る 措置 を 求め る 意見 書 


本 町 に お いて 、 

















家 は 、 米 政策 の 見 直し に 





農業 は 地域 経済 を 支え る 基幹 産業 で あり 、 な か で も 水稲 は 本 町 の 大 多 
数 の 農家 が 耕作 し て いる 農作物 で ある 。 本 町 の 農 


対応 し 、 生 





産 数 量 目標 に 肥 し た 生産 を 行っ て きた ほか 、 

















等 、 米 の 需給 調整 に 積極 的 に 取り 組ん で きた 。 
し か し 、 平 成 26 年 産 米 の 価格 下落 と 米 の 直接 支払 交付 金 の 減額 は 、 大 規模 な 担い 手 ほ 














ど そ の 蒙 る 影響 が 大 きく 、 
う で あれ ば 






































特段 の 措置 を 講じ る よう 、 





1 米 の 筑 要 拡大 に 向け て 、 国 を 挙げ て 主食 用 米 の 消費 拡大 対策 や 輸出 促進 対策 に 取 


り 組 むこ と 。 
2 米 の 舌 給 不 均衡 の 改善 に 








対策 を 実施 する こと 。 ま た 、 


る こと 。 


3 収入 減少 影響 緩和 対策 (ナラ シ 対策 ) 及び 移行 の た め の 円 滑 化 対策 で は 、 標 準 収 
入 額 の 20% ま で し か 補てん 対象 に な ら な いこ と か ら 、 
補てん 対象 や 補てん 割合 の 拡大 な ど 特 例 的 な 措置 を 

取り 組む すべ て の 稲作 農家 が 、 





4 生産 調整 に 





、 農 業 経営 が 立ち 行か な く な り 、 
域 コ ミュ ニテ ィ の 崩壊 が 春 起 され る ほか 、 
び 、 多 面 的 機能 の 維持 も 困難 に な る 事態 に 
以上 か ら 、 国 は 、 稲 作 農家 が 安心 し て 農業 経営 
強く 要望 する 。 





政府 備蓄 炒 に つい て 、 

















記 











講ず る こと 。 























水田 フル 活用 に よる 取り 組み を 推進 する 








農家 経営 に 大 き な 影 響 を 及ぼ し て いる 。 こ の 状況 が 続く よ 
営農 意欲 の 減退 、 耕 作 放 径 地 の 増 大 、 地 
国土 の 維持 保全 や 水源 潤 養 等 に 
至る こと が 危 選 され る 。 
に 取り 組め る よう 、 

















影 絡 が 及 





次 の 事項 に つい て 























向け て 、 政 府 主導 に よる 過剰 米 の 主食 用 市 場 か ら の 隔離 
海外 援助 へ の 積極 的 な 活用 を 図 
































今後 の 米価 動向 を 踏ま えつ つ 、 




















将来 に わた っ て 安定 定 的 な 稲作 経営 が 
ど % 


展望 で きる よう 、 米 価 変動 に 対応 し 得る セー フ テ ィ ネッ ト を 早期 に 構築 する こ 











以上 、 地 方 E 























治 法 第 99 条 の 規定 に 

















基づき 、 意 見 書 を 提出 する 。 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








矢 巾 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 12 日 

【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 
復興 大 臣 

【 件 名 】「 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 継 続 に 関す る 意見 書 




































































現在 、 東 日 本 大 震 災 で 被災 し 、 経 済 的 理由 に より 就学 等 が 困難 な 子ども を 対象 に 、 国 に 
よる 就学 支援 等 が 行わ ん れ て いま す 。 
その 内 容 は 、 幼 稚 園 、 小 ・ 中 学校 、 高 等 学校 、 特 別 支援 学級 ・ 学 校 、 私 立 学校 、 専 修学 





















































校 ・ 各 種 学校 に 対 し て 自治 体 が 実施 し て いる 既存 の 就学 支援 事業 等 に お いて 、 震 災 に よる 
対象 者 や 単価 の 増 が 見 込ま れる た め 、 自 治 体 の 新た な 負担 を 全額 国 が 負担 ・ 支 援 す る も の 
で あり 、 平 成 23 年 度 の 国 の 補正 予算 に お いて 平成 26 年 度 ま で 必要 な 支援 が で きる よう 「 被 
災 児 童 生徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 が 創設 され まし た 。 
本 事業 対象 の 子ども の 数 は 全国 で 、 平 成 23 年 度 67, 639 人 、 平 成 24 年 度 58, 352 人 、 平 
成 25 年 度 52, 436 人 で あり 、 支援 の 継続 が 必要 で す 。 学校 現場 か ら も 平成 26 年 で 終了 する 
こと の な いよ 2 う 制度 の 継続 を 強く 望む 声 が 届い て いま す 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 こ の よう な 状況 を 踏ま そえ 、 経 済 的 に 困 仙 し て いる 家庭 の 子ども 
た ちの 就学 ・ 修 学 を 保障 する た め 、 下 記事 項 を 実現 する よう 強く 求め ます 。 


































































































































































































記 























1 東日本 大 震 災 に よっ て 経済 的 に 困 氏 し て いる 家庭 の 子ども た ちの 就学 ・ 修 学 を 保障 す 
る た め 、 平成 27 年 度 以降 も 引き 続き 、 全額 国費 で 支援 する ! 被 災 児 童 生徒 就学 文 援 等 臣 
時 特例 交付 金 」 を 継続 する こと 。 







































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 】 


【 提 
【 件 


平成 24 





平成 26 年 12 月 12 日 
出 先 】 内 閣 総 理大 臣 、 


財務 大 臣 、 


復元 を は か る た め の 、 平 成 27 年 度 政府 予算 に 係る 意見 書 





ド に 義務 教育 標準 法 








が 改正 され て 、 











小学 校 1 年 生 の 基礎 定数 化 が 











総務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 内 閣 官房 長官 
名 】 少 人 数 学級 の 推進 な どの 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 


図ら れ ま し た 


(小学 校 1 年 生 の み 35 人 以下 学級 の 実現 )。 これ は 、31 年 ぶり の 学級 編制 標準 の 引き 下げ 


で あり 、 


少 人 数 学級 の 推進 
務 数 育 標準 # 











た 義 義務 





次 改定 する こと に つい て 検討 を 行い 、 


際 の 必要 な 安 


ーー 














実 な 実行 が 














徒 数 が 多く 、 


定数 の 在り 方 に 関す る 
模 」 と し て 、26 人 て 80 人 を あげ て お り 、 


か で す 。 
社 








日 本 語 指 














会 状況 等 の 
な っ て いま す 。 











て いま す 。 いじ め 、 不 登校 な ど 生徒 指 





少 人 数 学級 の 推 
子ども た ち が 全 








の 附中 


定 し た 財源 の 確保 に 
紀要 で す が 、 
日 本 は 、OECD 諸 国 


変化 に より 学校 は 、 
に = 
導 な ど を 必要 と する 子ども た ちや 障 


進 な どの 衣 





に 向け 、 よ う や く ス ター 








を 切る こと が で き 3 























に は 、 小 学校 の 2 年 生か ら 














学校 3 年 



































に 比べ て 、 








応 を 行う た め 























法制 上 を 含め た 措置 を 講 
努め る こと も 明記 され まし た 。 





将来 的 に は 、 さ ら に 引き 下げ る 必 
RR A 
一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対 
き 下 げ る 必要 が あり ます 。 平成 22 年 に 

















要 が あり ます 。 








ド し だ 。 





改正 され 


生ま で の 学級 編制 標準 を 順 
ずる こと と 、 措 置 を 講じ る 
当面 、35 人 以下 学級 の 着 























ょ 、 一 クラ ス の 学級 規模 を 引 


NN 








保護 














一 人 ひと り の 子ども 【 
新しい 学習 指導 要領 に よ 












































[ 画 的 定数 改善 が 必要 で す 。 




















国 ど こ に 住ん で いて も 、 均 等 











上 の 要請 で す 。 し か し 教育 予算 に つい て 、GDP に 占 













































































り 、 授 業 時 数 や 指導 内 容 が } 
害 の ある 子ども た ち へ の 対応 
導 の 課題 も あり ます 。 こ うし た こと の 解決 に 





こ 一 定 水準 の 教 


及び 教職 員 











国民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 中 高校 の 望ま し い 学 級 規 
者 も 30 人 以下 学級 を 望ん で いる こと は 明 ら 


こ 対 する きめ 細か な 対応 が 必要 と 









































加 し て いま す 。 
等 や 課題 と な っ 





向け て 、 





育 を 受け られ る こと が 憲法 
め る 教育 費 公 財政 支出 の 割合 は 、O 
義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 国 負 












































育 は 極め て 重要 な こと か ら 、 


ECD 加 盟 国 の 中 で 下位 と な っ て お り 、 自 治 体 に お いて も 

担 割合 は 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 自 治 体 財 政 を 圧迫 し て いま す 。 
将来 を 担い 、 社会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教 

子ども や や 若者 の 学び を 切れ 目 な く 支 援 し 、 人 材 育成 、 創 出 か ら 雇用 ・ 





る 必要 が あり ます 。 
現 を 実現 する よう 強く 要請 し ます 。 


(1) 




















記 














少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 学級 規模 は 、 








環境 を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 と する こと 。 


(2) 教 





育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 








区 














こう し た 観点 か ら 、 平成 27 年 度 政府 の 予算 編 


る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負 # 




















OECD 諸国 並み の 豊か な 教育 





本 


月 
i 


就業 の 拡大 に つなげ 
成 に お いて 下記 事項 の 実 
































mml 

















| 








骨 度 の 国 負 # 











割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 12 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
米価 安定 対策 等 を 求め る 意見 書 


【 件 名 】 








26 年 産 米 の 1 














担い 手 ほ ど 被 る 影響 は 大 きく 、 
な 影響 を 及ぼ す だ け で な く 、 
考え られ ます 。 
こう し た 状況 に 
緩和 対策 (ナラ シ 対 策 ) お よび ナラ シン シ 移行 の た め の 
応 す る 方 針 を 示し て いま す が 、 ナ ラ シ 対 策 に ! 
く た め に は 、 緊 急 対 策 を 実施 する と と も 


必要 が あり 








お いて も 、 政 府 は 





ます 。 


格下 落と 米 の 直接 支払 交付 金 

















員 


























つき まし て は 、 将 来 に わた っ て 安定 的 な 稲作 経営 











1 特例 措置 を 含め た ナラ シ 対 策 等 の 














実現 され ます よう 要望 いた し ます 。 


記 














適切 な 運用 





ad 








を 





の 減額 は 、 農 地 の 集積 を 進め て きた 大 規模 な 
こう し た 深刻 な 状況 は 、 本 県 農業 ・ 稲 作 農家 の 経営 に 甚大 
「 新 た な 農業 ・ 農 村 政 策 」 の 取り 組み に も 影響 を 及ぼ ば す も の と 














、 電 給 調 整 の た め の 出 口 対策 は 行わ ず 、 収 入 減少 影響 
] 滑 対策 (平成 26 年 産 限り ) の み で 対 
は 課題 が あり 、 来 年 以降 も 稲作 を 継続 し て い 
に 、 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 を 構築 し て いく 























展望 で きる よう 、 下 記事 項 に つい て 


(1) ナラ シ 対 策 に つい て は 、 当 面 の 営農 ・ 生 活 資 金 の 確保 対策 と 併せ て 、 最 大 で も 標準 


収入 額 の 2 


(2 ) 27 年 産 に 





よう 推進 を 行う と と も に 
こと か ら 、 算 定期 間 の 拡大 な ど 必 要 な 見 直 
意欲 ある 多様 な 担い 


(3) また 、 


























割 ま で し か 補填 対象 と な ら な いこ と か ら 、 今後 の 米価 動向 等 を 踏ま えつ つ 、 
補填 対象 や 補填 割合 の 拡大 な ど 特 例 的 な 措置 を 講じ る こと 。 














こ 向 け て は 、 極 力 多 く の 担い 手 が 2 割 の 収入 減少 に 備 そ た コー ス に 加入 する 
































こ 、27 年 産 米 に か か る 標準 的 収入 額 の 大 幅 な 減少 が 想定 され る 





し を 行う こと 。 
F が ナラ シ 対 策 に 加入 で きる よう 、 認 定 農 業者 制度 の 弾 











力 的 な 運用 の 徹底 や 集落 営農 の 組織 化 を 進め る と と も に 、 と り わ け 県 や 市 町 村 が 定め 




















る 所 得 目 禁 




















に つい て は 、 地 域 実 


2 異常 気象 へ の 十分 な 対応 





26 年 産 米 に つい て は 、 8 月 以降 の 低温 や 














の 増加 や 登 熟 不足 が 確認 され て お り 、 





な いよ 2 う 対 策 を 検討 する こと 。 
3 26 年産 米 の 適正 販売 に 向け た 環境 整備 





26 年 産 米 に つい て 、 長 期 
ら 、 米 穀 機構 の 過剰 米 対策 基 
支援 する こ 












































が 








と 。 





4 飼料 用 米 の 生産 拡大 に 向け た 環 














DW 



































芯 境 整備 と 長期 的 





日 照 不足 等 の 影響 に より 、 青 死 米 等 の 発生 
こう し た 異常 気象 に より 生産 者 が 不利 益 を 被 ら 





態 に 応じ た 柔軟 な 対応 を 行う よう 強力 に 指導 する こと 。 





























[ 画 的 に 血 給 に 応じ た 適切 な 販売 を 推進 し て いく 観点 か 
E 金 の 残 を 見 極め つつ 、 そ の 活用 な どの 民間 の 取り 組み を 




















・ 継 続 的 な 支援 確保 





市 町 村 議会 名 




















(1) JA グル ー プ は 、27 年 度 産 に お いて 60 万 ' し の 生産 振興 目標 を 設定 し 、 飼 料 用 米 の 











大 幅 な 生産 拡大 に 取り 組む こと と し て お り 、 こ の 
の 直接 支払 交付 金 の 万 全 な 予算 を 確保 する こと 。 

ナ た 積極 的 な 投資 を 促し 、 生 産 者 が ] 
取り 組む こと が で きる よう 、 新 た な 1 














(2) 将来 に 向 


























及 り 組み を 後押し する よう 水田 活 




















2 















































こ 安 心して 飼料 用 米 等 の 生産 に 






































食料 ・ 農 業 ・ 農 村 基本 計画 に 水田 活用 の 直接 支払 














交付 金 の 長期 的 か つ 継 続 的 な 支援 に つい て 明記 する な ど 、 生 産 現場 に 安心 を 与え る メ 





ッ セ ー ジ を 国 と し て 強く 示し て いく こと 。 
5 27 年 産 米 の 適切 な 生産 数 量 目標 の 設 





























27 年 産 米 の 適切 な 生産 数 量 目標 に つい て は 、」A グ ノ 











向け た 取り 組み の ほか 、 入 り H 
え 、 例年 発生 し て いる 過剰 作付 や 25 朋 











準 に 設定 する こと 。 


将来 展望 の 描け る 総合 的 な 水田 農業 政策 の 確立 
(1 ) わが 国 の 主食 で ある 米 に つ v 
産 者 ・ 消 費 者 双方 に と っ て 望ま 
米 の 需給 と 価格 の 安定 に 向け て 果たす べき 諾 
十分 な 検証 を 行う と と も に 、 水 上 
り 組 むこ と が で きる 地域 の 担い 手 の 確 保 ・ 育 
(2) また 、 米 の 需要 拡大 に 向け て 、 国 を 挙げ て 、 








[ 









































策 に 取り 組む こと 。 





(3) ナラ シ 対 策 の ほか 、 政 府 が 創設 を 











収入 等 を 基 に 補填 基準 を 設 


下落 に は 耐え られ な いた め 、】 
可能 な 所 得 を 確保 で きる 万 全 











レー プ の 飼料 用 米 の 生産 拡大 に 


























図る 現行 の 政策 の 枠組 み を 踏ま 


























肖 費 動向 等 を 勘案 し た 適正 な 水 



































| 格 で 生産 ・ 供 給 で きる こと が 生 




















【 




















し く 、30 年 産 を 

















途 と し た 生産 調整 の 見 直し に 向け 、 









































































































































(4) また 、 担 い 手 の 所 得 等 に 























間 は 、 再 生産 可能 な 水準 で 米 1 



































や 関係 者 の 役割 な ど 、 米 政策 の 見 直し の 
1 ビジ ョ ン の 充実 や 主体 的 な 判断 で 生産 に 取 
成 な ど 、 さ ら な る 環境 整備 を 進め る こと 。 
主食 用 米 の 消費 拡大 対策 や 輸出 促進 対 
































目 す 収入 保険 制度 を 含め て 、 過 去 の 一 定期 間 の 
組み の セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 で は 、 継続 的 な 米価 
E 産 コス ト 等 に 着目 し 、 担 い 手 が 再生 産 
な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 を 構築 する こと 。 
し た 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 が 確立 され る まで の 
定 さ せる 必要 が ある た め 、 政府 備蓄 米 制度 の 柔軟 









































な 運用 や 仕組 み の 改 善 な ど を 通じ た 適切 な 対応 を 行う こと 。 











以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 












































書 を 提出 し ます 。 
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矢 巾 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 12 日 


【 提 
【 件 


出 先 】 


岩手 県 知事 








子ども の 

















す 。 


日 











「 少 子 高齢 人 




















医療 費 助 成 1 
道 県 の み 、 東 北 で は 岩手 


また 給付 内 容 
学校 卒業 まで 11 市 町 、 小学 校 卒 業 ま で 10 市 … ヨ 


拡充 し て い 


す 。 全 て の 子ども た ち が 傾 


























に つい て は 、 


」「 地 域 崩 壊 」 











子ども の 
全て の 子 ど 


矢 











前 度 に お ける 給付 方 法 





名 】 子 ども の 医療 費 助成 制度 の 拡充 を 求め る 意見 書 








全 医 














~~ 


よ , 


























ノド 





E す が 、 そ の こと に より 県 内 に お いて も 給付 に 格差 が 3 
が 言わ れ 、 子 ども の 貧 
ほや か に 育つ た め 、 子 ども の 具合 
医療 機関 に か か る こと が で き 、 地 域 間 格 差 が 少な く な る よう 環境 整備 が 必要 と 考 


県 に お か れ 
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療 費 を 、 窓 日 
も の 

















以上 、 地 方 E 











治 法 第 99 条 の 規 
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内 33 市 町 村 の 約 8 割 (26 市 














K 成 26 年 10 月 1 日 





「 村 …・ 高 校 卒業 3 
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担 の 無い 「 現 物 給付 」 に し て くだ さい 。 





医療 費 を 中 学校 卒業 まで 全額 助成 に し て くだ さい 。 





ーー 


定 に 基 


づき 意見 











三 】 











を 提出 しま 





す 。 


E し て は 次 の 事項 を 実現 され ます よう 要望 いた し ます 。 





現在 ) が 助成 1 


的 に 見 る と 「 償 還 払 い 方 式 」 は 10 
県 の み と な っ て お り 「 現 物 給付 方 式 」 が 全国 的 超 勢 に な っ て いま 





E で 5 町 村 、 


凡 度 を 





E じ て お り ま す 。 
困 も 社会 の 大 き な 問 題 と な っ て き て い 
悪く な っ た と きき 





配 な く 
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【 議 決 年 月 日 】 


【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 
【 件 名 】 軽度 外傷 性 脳 損傷 の 周知 及び 労災 認定 基準 の 改正 な ど を 求め る 意見 書 


軽度 外傷 性 
に より 頭 部 に 
に よる 記憶 力 
体 ま ひ 、 視 馬 





平成 1 9 


: 蘭 沢 の 湯 
が 求め られ て いる 

は 、MR I など に よる 
災 や 自賠責 保険 の 補償 対象 
経済 的 に 追い 込 


ー この 病気 





に は 、 





脳 損傷 は 、 
衝撃 を 受 

・ 理 解 カ ・ 
が 狭く な る な ど 多 岐 【 











平成 26 年 12 月 19 日 
厚生 労働 大 臣 





けた 際 に 














年 の 世界 保健 
者 が 発 』 























も この 病気 を 知ら な いた め に 
み 、 苦 し ん で いる ケー ス が 多々 ある 。 


し か し 、 


後 か ら で も 外傷 性 
こ お い て は 、 


よっ て 。 
する 。 
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3 軽度 外傷 性 
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以上 、 
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=] 
障 
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時 NM 


脳 損傷 と 診 








交通 事故 や 高 所 か ら の 転落 、 転 倒 、 


EE 機構 (WHO) の 報告 に 
E し て いる と 推測 さ 


に な ら な い ケ ー ス が 多く 、 働 く こ と が 
入 ま れる 現状 で ある 。 さ ら に 
良 解 が 生じ 、 職 場 や 学校 


次 の 事項 に つい て 適切 な 措置 を 


また は 通 』 勤 災害 に 

















害 (補償 ) 年 金 が 受 


の 改正 【 














2 労災 認 入 
に 





地方 

















自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 


に あたっ て は 、 他 覚 的 ・ 体 系 的 な 神経 人 
代わ る 軽度 外傷 性 脳 損傷 の 判定 方 法 を 導入 する こと 。 
脳 損傷 に つい て 、 





スポ ー ツ 外傷 な ど 
脳 が 損傷 し 、 そ の 結果 と し て 、 高 次 脳 機能 障害 




















注意 力 の 低下 を は じ め 、 て ん か ん な どの 意識 障害 、 肢 





に わた る 症状 が 現れ る 。 
よる と 、 人 外傷 性 脳 損傷 は 年 間 
れ て お り 、 わ が 国 に お いて も その 対策 














画像 検査 で は 異常 が 見 つか り に くい た め 、 労 
で き な い 場合 
、 本 人 や 家族 、 周 囲 の 人 た ち 


に お いて 理解 され ず に 悩 






































的 検査 及び 神経 各 科 の 裏付け 検査 を すれ ば 、 
断 す る こと が で きる 。 




































































講ず る よう 強く 要望 





より 軽度 外傷 性 脳 損 傷 と な り 、 働 く こ と が で き な い 
給 で きる よう 、 労 災 認 定 基 準 を 改正 する こと 。 
的 検査 法 な ど 、 画 像 診 






















































































医療 機関 を は じ め 国 民 、 教 育 機関 へ の 啓発 ・ 周 知 を 区 























より 意見 書 を 提出 する 。 
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西 和 貨 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 19 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 ウ イル ス 性 肝炎 患者 に 対す る 医療 費 助成 等 の 拡充 を 求め る 意見 書 








わが 国 に お いて 、 ウ イル ス 性 肝炎 、 特 に B 型 肝炎 及び C 型 肝炎 の 愚者 が 合計 3 5 0 万 人 
以上 と され る ほど まん 延 し て お り 、 国 の 責め に 帰す べき 事由 等 に よる も の で ある と いう こ 
と は 、 肝 人 炎 対 策 基 本 法 、 特 定 フ ィ ブ リノ ゲン 製剤 及び 特定 血液 凝固 第 区 因子 製剤 に よる C 
型 肝炎 感染 被害 者 を 救済 する た め の 給 付 金 の 支給 に 関す る 特別 措置 法 並 びに 特定 B 型 肝炎 
ウイ ルス 感染 者 給付 金 等 の 支給 に 関す る 特別 措置 法 で も 確認 され て いる と ころ で あり 、 国 
の 法 的 責任 は 明確 に な っ て いる 。 
ウイ ルス 性 肝炎 患 者 に 対す る 医療 費 助成 は 、 現 在 、 肝 炎 治 療 特 別 促進 事業 と し て 実施 さ 
れ て いる が 、 対 象 と な る 医療 が 、B 型 肝炎 及び C 型 肝炎 に 係る ウイ ルス の 除去 等 を 目的 と 
人 
定 さ れ て いる た め 、 医 療 費 助成 の 対象 か ら 外 れ て いる 愚者 が 相当 数 に 特に 、 有 肝硬変 
及び 肝 が ん 患者 は 、 高 額 の 医療 費 を 負担 ざる を 得 な い だ け で は な く 、 2 
く 、 生 活 に 困難 を 来 し て いる 。 
また 、 肝 硬 変 を 中 心 と する 肝 疾 患 も 身体 障害 者 福祉 法 上 の 障害 認定 (身体 障害 者 手帳 ) の 
対象 と され て いる も の の 、 医 学 上 の 誰 定 基準 が きわ め て 厳し いた め 、 亡 く な る 直前 で な け 
れ ば 認定 され な いと いっ た 実態 が 報告 され る な ど 、 現 在 の 制度 は 、 肝 炎 愚 者 に 対す る 生活 
支援 の 実効 性 を 発揮 し て いな いと の 指摘 が な され て いる と ころ で ある 。 

他方 、 平 成 2 3 年 1 2 月 の 特定 B 型 肝炎 ウイ ルス 感染 者 給付 金 等 の 支給 に 関す る 特別 措 
置 法 の 制定 時 に は 、 と り わ け 肝 硬 変 及 び 肝 が ん の 愚者 に 対す る 医療 費 助成 を 含む 支援 の あ 
り 方 に つい て 検討 を 進め る こと と の 附帯 決議 が な され た が 、 国 に お いて は 、 肝 硬 変 及び 肝 
が ん 愚者 に 対す る 医療 費 助 成 を 含む 生活 支援 に つい て 、 何 ら 新 た な 具体 的 措置 を 講じ て い 
な い 。 

肝硬変 及び 肝 が ん 愚者 は 、 毎 日 1 2 0 人 以上 が 亡くな っ て お り 、 医 療 費 助成 を 含む 生活 
支援 の 実現 は 、 一 刻 の 猫 予 も 許さ れ な い 課 題 で ある 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 ウ イル ス 性 肝炎 患者 に 対す る 医療 費 助 成 を 含む 生活 支援 を 拡充 
する た め 、 次 の 事項 に つい て 、 速 や か に 必要 な 措置 を 講ず る よう 強く 要望 する 。 

































































































































































































































































































































































































































































1 ウイ ルス 性 肝硬変 ・ 肝 が ん に 係る 医療 費 助成 制度 を 創設 する こと 。 
2 身体 障害 者 福祉 法 上 の 肝 機 能 障害 に よる 身体 障害 者 手帳 の 認定 基準 を 緩和 し 、 患 者 の 
実態 に 応じ た 認定 制度 に する こと 。 


















































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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意見 書 の 内 容 








西 和 貨 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 19 日 
【 提 出 先 】 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 米価 下落 等 に 関す る 意見 書 





J A い わ て グル ー プ で は 、 米 政策 等 の 見 直し に 対応 し 、 生 産 数 量 目標 に 肥 し た 生産 や 、 
水田 フル 活用 に よる 水田 活用 米穀 の 取り 組み を 推進 する 等 、 米 の 順 給 調整 に 積極 的 に 取り 
組ん で きま し た 。 

し か し な が ら 、26 年 産 米 の 米価 下落 と 米 の 直接 支払 交付 金 の 減額 は 、 農 地 の 集積 を 進め 
て きた 大 規模 な 担い 手 ほ ど 被 る 影響 は 大 きく 、 こ うし た 深刻 な 状況 は 、 本 県 農業 ・ 稲 作 農 
家 の 経 営 に 甚大 な 影響 を 及ぼ す だ け で な く 、「 新 た な 農業 ・ 農 村 政 策 」 の 取り 組み に も 影響 
を 及ぼ す も の と 考え られ ます 。 

こう し た 状況 に お いて も 、 政 府 は 、 需 給 調 整 の た め の 市場 か ら の 米 の 隔離 は 行わ ず 、 ナ 
ラ シ 対 策 の み で 対応 する 方 針 を 示し て いま す が 、 来 年 以降 も 稲作 を 継続 し て いく た め に は 、 
緊急 対策 を 実施 する と と も に 、 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 を 構築 し て いく 必要 が あり 
す 。 

か か る な か 、 将 来 に わた っ て 安定 的 な 稲作 経営 を 展望 で きる よう 、 下 記事 項 の 実現 を 強 
く 求 め ま す 。 
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記 

1 米 財 剰 在庫 緊急 対策 の 実施 

(1) 平成 27 年 6 月 末 民 間 在 庫 は 過去 10 年 で 最大 水準 の 需給 緩和 状況 が 継続 する と 想定 
され 、 調 整 を 行っ て きた 米 末 機構 の 保有 財源 が 枯 意 し て いる 状況 に お いて 、 国 に よる 
26 年 産 米 に 対す る 緊急 隔離 対策 を 講ず る こと 。 


















































2 26 年 産 米 ナラ シ 対策 へ の 十分 な 対応 

(1) 26 年 産 米 に つい て は 、8 月 以降 の 低温 や 日 照 不足 等 の 影響 に より 、 青 死 米 等 の 発生 
増 や 癌 熟 不足 が 確認 され て お り 、 こ うし た 異常 気象 に より 生産 者 等 が 不利 益 を 被 ら な 
いよ 2 対策 を 検討 する こと 。 





















































3 特例 措置 を 含め た ナラ シ 対 策 等 の 適切 な 運用 
(1) ナラ シ 対 策 に つい て は 、 最 大 で も 標準 収入 額 の 2 割 ま で し か 補填 対象 と な ら な いこ 
と か ら 、 今 後 の 米価 動向 等 を お ふまえ つつ 、 補 填 対象 や 補填 割合 の 拡大 な ど 特 例 的 な 措 
置 を 講じ る こと 。 
(2) 27 年 産 に 向け て は 、27 年 産 米 に か か る 標準 的 収入 額 の 大 幅 な 減少 が 想定 され る こ 
と か ら 、 算 定期 間 の 拡大 な ど 必 要 な 見 直し を 行う こと 。 
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4 飼料 用 米 の 生産 拡大 に 向け た 環境 整備 と 長期 的 ・ 継 続 的 な 支援 の 確保 
(1) JA グル ー プ は 、27 年 産 に お いて 60 万 トン の 生産 振興 目標 を 設定 し 、 飼 料 用 米 の 
大 幅 な 生産 拡大 に 取り 組む こと と し て お り 、 こ の 取り 組み を 後押し する よう 水田 活 
の 直接 支払 交付 金 の 万 全 な 予算 を 確保 する こと 。 








































































































市 町 村 議会 名 意見 書 の 内 容 

(2) 生産 者 が 長期 的 に 安心 し て 飼料 用 米 等 の 生産 に 取り 組む こと が で きる よう 、 新 た な 
食料 ・ 農 業 ・ 農 村 基 本 計画 に 水田 活用 の 直接 支払 交付 金 の 長期 的 か つ 継 続 的 な 支援 に 
つい て 明記 する な ど 、 生 産 現場 に 安心 を 与え る メッ セー ジ を 国 と し て 強く 示し て いく 
こ &』 


































































































5 将来 展望 の 描け る 総合 的 な 水田 農業 政策 の 確立 
(1) 30 年 産 を 目途 と し た 生産 調整 の 見 直し に 向け 、 米 の 需給 と 価格 の 安定 に 向け て 果 
た すべ き 国 や 関係 者 の 役割 な ど 、 米 政策 見 直し の 十分 な 検証 を 行う こと 。 
②) 米 の 需要 拡大 に 向け て 、 国 を 挙げ て 、 主食 用 米 の 消費 拡大 対策 や 輸出 促進 対策 を 取 


り 組 むこ と 。 

(3) ナラ シ 対 策 や 政府 が 創設 を 目指 す 収入 保険 制度 を 含め 、 過 去 の 一 定期 間 の 収入 等 を 
基 に 補填 基準 を 設定 する 仕組 み で は 継続 的 な 米価 下落 に は 耐え られ な いた め 、 担 い 手 
の 所 得 や 生産 コス ト 等 に 着目 し た 再生 産 可 能 な 所 得 を 確保 で きる 万 全 な セー フ テ ィ ネ 
ッ ト 対 策 を 構築 する こと 。 
(4) 担い 手 の 所 得 等 に 着目 し た 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 が 確立 され る まで の 間 は 、 
再生 産 可 能 な 水準 で 米価 を 安定 させ る 必要 が ある た め 、 政 府 備蓄 米 制度 の 柔軟 な 運用 
や 仕組 み の 改 善 な ど 適切 な 対応 を 行う こと 。 













































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 



































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








平 泉 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 17 日 

【 提 出 先 】 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 

【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な どの 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 
を は か る た め の 、2015 年 度 政 府 予算 に 係る 意見 書 








35 人 以下 学級 に つい て 、 小 学校 1 年 生 、2 年 生 と 続い て きた 35 人 以下 学級 の 拡充 が 予 
算 措置 され て いま せん 。 日 本 は 、OE CD 諸国 に 比べ て 、1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教 
員 1 人 当たり の 児童 生徒 数 が 多く な っ て いま す 。 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う 
た め に は 、 ひ と クラ ス の 学級 規模 を 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 
社会 状況 等 の 変化 に より 学校 は 、 一 人 ひと り の 子ども に 対す る きめ 細か な 対応 が 必要 と 
な っ て いま す 。 ま た 、 新 し い 学 習 指導 要領 に より 、 授業 時 数 や 指導 内 容 が 増加 し て いま す 。 
日 本 語 指 導 な ど を 必要 と する 子ども た ちや 障害 の ある 子ども た ち へ の 対応 等 も 課題 と な っ 
て いま す 。 いじ め 、 不 登校 な ど 生徒 指導 の 課題 も も ちり ます 。 こ うし た こと の 解決 に むけ て 、 
少 人 数 学級 の 推進 な どの 計画 的 定数 改善 が 必要 で す 。 

いく つか の 自治 体 に お いて は 、 茂 し い 財政 状況 の 中 、 独 自 財源 に よる 30 人 35 人 以下 
学級 が 行わ れ て いま す 。 こ の こと は 、 自 治 体 の 判断 と し て 少 人 数 学級 の 必要 性 を 認識 し て 
いる こと の 現れ で あり 、 国 の 施策 と し て 財源 保障 すべ き 必 要 が あり ます 。 ま た 、 文 部 科学 
省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編制 及び 教職 員 定 数 に 関す る 国民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 約 6 
割 が 「 小 中 高校 の 望ま し い 学 級 規 模 」 と し て 、26 人 へ ~30 人 を 挙げ て いま す 。 国民 も 30 人 
以下 学級 を 望ん で いる こと は 明らか で す 。 

三位一体 改革 に より 、 義 務 教 育 費 国 庫 負 担 制 度 の 負担 割合 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引 
き 下 げ ら れ ま し た 。 そ の 結果 、 自 治 体 財政 が 圧迫 され 非 正規 教職 員 も 増え て いま す 。 子 ど 
も た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 

子ども の 学ぶ 意欲 ・ 主 体 的 な と りく み を 引き 出す 教育 の 役割 は 重要 で あり 、 そ の た め の 
条件 整備 が 不可 欠 で す 。 こ う し た 観点 か ら 、2015 年 度 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 が 実 
現さ れる よう 、 強 く 要 望 し ます 。 































































































































































































































































































































































































記 
1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具 体 的 学級 規模 は 、OE CD 諸国 並み の 豊か な 教育 環境 
を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 と する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 を 
2 分 の 1 に 復元 する こと 。 











































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 





























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








平 泉 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 17 日 
【 提 出 先 】 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 米 価 安定 対策 を 求め る 意見 書 


米 政策 等 の 見 直し に よる 農政 の 転換 を 迎え る 中 、 平成 26 年 産 米 を 取り 巻く 環境 は 、 平成 
9 0 
より 、 米価 が 大 暴落 と な っ て いる 。 先 に 発表 の あっ た 全国 の 平成 26 年 産 米 の 概算 金 は 、 各 
銘柄 と も 大 幅 に Pe RO 再生 産 
に 必要 な 採算 ライ ン を 割る こと も 懸念 され 、 農 業 経営 へ の 影響 は は か り 知 れ な いも の が あ 
る 。 
また 、 今 年 か ら 経 営 所 得 安定 対策 が 半減 され 、 米 価 変動 補てん 金 も 事 実 上 廃止 され た も 
と で 米価 が 更に 双 落 し 、 生 産 費 を 大 幅 に 下 ま わる だ け で な く 、 再 生産 が 根底 か ら 脅 か され 
て いる 現状 に ある 。 主食 で ある 米 の 筑 給 と 価格 の 安定 を は か り 、 食 料 自給 率 の 維持 ・ 向 上 
を 図る た め 、 政 府 に - お いて は 、 米 価 暴落 対策 に 直ちに 取り 組み 、 米 の 筑 給 と 価格 の 安定 及 
び 坦 要 拡 大 対策 に 取り 組む よう 、 以 下 の 事項 に つい て 強く 要望 する 。 










































































































































































































































































ly 


1 平成 26 年産 米 の 米価 暴落 に 鑑み 、 緊急 に 過剰 米 処 理 を 行う な ど 、 米価 安定 対策 を 早 
に 講じ る こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ま 
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が 求め られ て いま す 。 





り 要望 いた し ます 。 





求め ます 。 

















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 3 


市 町 村 議会 意見 書 の 内 容 
平 泉 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 17 日 


【 提 出 先 】 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 
【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 











私 立 学 校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 
現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環 境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 『 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 一 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低 
いこ と が 、 教 育 諸 条件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 








負担 は 家計 を 
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よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 








過疎 地域 の 私 立 高 校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 する こと を 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








住 田 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 12 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 米価 安定 対策 等 に 関す る 意見 書 


平成 2 6 年 産 米 の 価格 下落 と 米 の 直接 支払 交付 金 の 減額 は 、 本 町 農業 ・ 稲 作 農家 の 経営 
に 甚大 な 影響 を 及ぼ す だ け で な く 、「 新 た な 農業 ・ 農 村 政 策 」 の 取り 組み に も 影響 を 及ぼ す 
も の と 考え られ ます 。 
政府 は 、 需 給 調 整 の た め の 出 口 対策 を 行わ ず 、 収 入 減少 影響 緩和 対策 (ナラ シ 対策 ) 及 
び ナ ラシン シ 移行 の た め の 円 滑 化 対策 (平成 2 6 年 産 限 り ) の み で 対応 する 方 針 を 示し て いま 
す が 、 ナ ラン シ 対 策 に は 課題 が あり 、 来 年 以降 の 稲作 を 継続 し て いく た め に は 、 緊 急 対策 を 
実施 する と と も に 、 万 全 の セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 を 構築 し て いく 必要 が あり ます 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 稲作 農家 が 将来 に わた っ て 安定 的 な 稲作 経営 を 展開 で きる よう 、 
下記 対策 を 講ず る よう 強く 要望 する 。 
















































































記 











特例 措置 を 含め た ナラ シ 対 策 等 の 適切 な 運 
異常 気象 へ の 十分 な 対策 を 検討 する こと 。 
平成 2 6 年 産 米 の 適正 販売 に 向け た 環境 整備 を 図る こと 。 

飼料 用 米 の 生産 拡大 に 向け た 環境 整備 と 長期 的 ・ 継 続 的 な 支援 を 確保 する こと 。 
平成 2 7 年 産 米 の 適切 な 生産 数 量 目標 を 設定 する こと 。 

将来 展望 の 描け る 総合 的 な 水田 農業 政策 の 確立 を 図る こと 。 
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を 図る こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








大 杉 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 26 年 12 月 10 日 

【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 

【 件 名 】 都 道府県 単独 医療 費 助成 制度 に お ける 現物 給付 導入 に か か る 
交付 金 削減 の 撤廃 を 求め る 意見 書 











岩手 県 の 医療 費 助 成 制 度 の 給付 方 法 は 償還 払い で ある 。 一 方 の 給付 方 法 で ある 現物 給付 

は 、 医 療 機 関 窒 口 に お いて 負担 上 限 額 まで の 支払 いで 済み 、 東 北 で は 本 県 以外 の 全て の 県 
で 導入 され て いる 。 全国 で も 現物 給付 を 導入 し て いる 都 道 府 県 が 子ども の 医療 費 助 成 で は 
3 7 と な っ て いる 。 
加 者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負 担 上 限 額 分 の 医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 そ れ 以 
上 の 支払 い が 不 要 な こと で ある 。 そ の た め 安 心して 受診 で き 、 傷 病 の 早期 発見 、 早 期 治療 
に つなげ る こと が で きる 。 ま た 、 償 還 を 受け る た め に 必要 な 医療 費 助成 給付 申請 書 の 手続 
き が 不要 で ある 。 市町村 に と っ て は 、 償 還 に 係る 事務 作業 や 振込 手数 料 が 不要 で ある 。 医 
療 機関 に と っ て は 、 医 療 費 助成 給付 申請 書 の 確認 と 診療 報酬 明細 書 (レセ プ ト ) へ の 貼付 
が 不要 で ある 。 

し か し 、 現物 給付 を 導入 すれ ば 、 べ ベ ナル ティ と し て 国 か ら の 交付 金 が 削減 され て し ま う 。 
な ぜ 、 国 は 住民 の 健康 の た め に 愚者 負担 を 軽減 し て いる 自治 体 に 対し て べ ベ ナル ティ を 科す 
の で し ょ うか 。 そ も そ も 国 民 の 健康 を 守る こと は 、 憲 法 2 5 条 に も 規定 され て いる よう に 
型 の 責務 で は な いで し ょ うか 。 
以上 の 点 か ら 、 国 に お か れ ま し て は 、 住 民 の 健康 増進 及び 早期 発見 ・ 早 期 治療 に 
症 化 防止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 早期 の 実現 を 求め る 。 
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記 
1 国 は 現物 給付 を 導入 し て いる 自治 体 に 対す る 交付 金 の 削減 を し な いこ と 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 


























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 





大 棚 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 10 日 

【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 

【 件 名 】 岩手 県 の 医療 費 助成 制度 に つい て 現物 給付 の 導入 を 求め る 意見 書 

本 県 の 医療 費 助成 制度 の 給付 方 法 は 償 本 払い で ある 。 制 度 の 対象 者 は 医療 機関 を 受診 

た 際 に 窓口 で いっ た ん 法定 の 一 部 負担 金 を 支払 い 、 負 担 上 限 額 を 超え た 分 が 後日 払い 戻さ 
れる 。 一 方 の 給付 方 法 で ある 現物 給付 は 、 医 療 機 関 窓口 に お いて 負担 上 限 額 まで の 支払 い 
で 済み 、 東 北 で は 本 県 以外 の 全て の 県 で 導入 され て いる 。 全国 で も 現物 給付 を 導入 し て い 
る 都 道 府 県 は 子ども の 医療 費 助 成 で は 3 7 と な っ て いる 。 
患者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負 担 上 限 額 分 の 医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 そ れ 以 
上 の 支払 い が 不 要 な こと で ある 。 そ の た め 安 心して 受診 で き 、 傷 病 の 早期 発見 、 早 期 治療 
に つなげ る こと が で きる 。 ま た 、 償 還 を 受け る た め に 必要 な 医療 費 助 成 給付 申請 書 の 手続 
き が 不要 で ある 。 市町村 に と っ て は 、 償 還 に 係る 事務 作業 や 振込 手数 料 が 不要 で ある 。 医 
療 機関 に と っ て は 、 医 療 費 助成 給付 申請 書 の 確認 と 診療 報酬 明細 書 (レセプト ) へ の 貼付 
が 不要 で ある 。 

以上 の 点 か ら 、 県 に お か れ ま し て は 、 県 民 の 健康 増進 及び 早期 発見 ・ 早 期 治療 に よる 紳 
症 化 防止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 早期 の 実現 を 求め る 。 
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記 
1 県 は 、 医 療 費 助成 制度 に つい て 現物 給付 を 導入 する こと 。 









































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 


























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








大 梓 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 10 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 手話 言語 法 (仮称 ) の 制定 を 求め る 意見 書 











手話 と は 、 日 本 語 を 音声 で は な く 手 や 指 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 を 使う 独自 の 語 臣 や 
文法 体系 を も つ 言 語 で ある 。 手 話 を 使う ろう 者 に と っ て 、 聞 こえ る 人 た ちの 音声 言語 と 同 
様 に 、 大 切な 情報 獲得 と コミュ ニケ ーション の 手段 と し て 大 切 に 守ら れ て きた 。 し か し な 
が ら 、 ろ う 学 校 で は 手話 は 禁止 され 、 社 会 で は 手話 を 使う こと で 差別 され て きた 長い 歴 
が あっ た 。 

平成 1 8 年 1 2 月 に 採択 され た 国連 の 障害 者 権利 条約 に は 、 「 手 話 は 言語 」 で あや る こと が 
明記 され て いる 。 障害 者 権利 条約 の 批准 に 向け て 日 本 政府 は 国内 法 の 整備 を 進め 、 平 成 2 
3 年 8 月 に 成立 し た 「 改 正 障害 者 基本 法 」 で は 「 全 て 障害 者 は 、 可 能 な 限り 、 (手話 
を 含む ) その 他 の 意思 疎通 の た め の 手 段 に つい て の 選択 の 機会 が 確保 され る 」 と 定め られ 
た 
また 、 同 法 第 2 2 条 で は 国 ・ 地 方 公共 団体 に 対し て 情報 保障 施策 を 義務 付け て お り 、 手 
話 が 音声 言語 と 対等 な 言語 で ある こと を 広く 国民 に 広め 、 き こえ な い 子 ども が 手話 を 身 に 
つけ 、 手 話 で 学べ 、 自 由 に 手話 が 使え 、 更 に は 手話 を 言語 と し て 普及 、 研 究 す る こと の で 
きる 環境 整備 に 向け た 法 整 備 を 国 と し て 実現 する こと が 必要 で ある と 考え る 。 

よっ て 、 国 に お か れ ま し て は 、 次 の 事項 に つい て 強く 求め ある も の で ある 。 



















































































泊 
























































二 放 


ロロ 











































































































































































































記 
手話 が 音声 言語 と 対等 な 言語 で ある こと を 広く 国民 に ひろ め 、 き こえ な い 子 ども が 手話 
を 身 に つけ 、 手 話 で 学べ 、 自 由 に 手話 が 使え 、 更 に は 手話 を 言語 と し て 普及 、 研 究 す る こ 
と の で きる 環境 整備 を 目的 と し た 「 手 話 言 語法 (仮称 )」 を 制定 する こと 。 

























































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 





























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








大 杉 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 10 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 米 価 下 落 に 係る 安定 対策 等 を 求め る 意見 書 


良 及 





監 急 的 な 過剰 米 の 隔離 対策 に よる 米価 安定 対策 を 実施 する と と も に 、 農 家 が 将来 に わた 
っ て 安定 的 な 稲作 経営 を 展望 で きる 経営 安定 対策 を 早急 に 講じ る よう 強く 要望 する 。 
























































理由 
当 町 の 営農 振興 は 、 米 政策 等 の 見 直し に 対応 し 生産 数 量 目標 に 即 し た 生産 や 、 水 田 フ ル 
活用 に よる 水田 活用 米穀 の 取り 組み を 推進 する 等 、 米 の 需給 調整 に 積極 的 に 取り 組ん で き 
ye 
し か し な が ら 、 2 6 年 産 米 の 価格 下落 と 米 の 直接 支払 交付 金 の 減額 は 、 農 地 の 集 積 を す 
すめ て きた 大 規模 な 担い 手 ほ ど 被 る 影響 は 大 きく 、 こ うし た 深刻 な 状況 は 、 本 県 農業 ・ 稲 
作 農家 の 経営 に 其 大 な 影響 を 及ぼ す だ け で な く 、「 新 た な 農業 ・ 農 村 政 策 」 の 取り 組み に も 
影響 を 及ぼ す も の と 考え る 。 

こう し た 状況 に お いて も 、 政 府 は 、 需 給 調 整 の た め の 市場 か ら の 米 の 隔離 は 行わ ず 、 ナ 
ラ シ 対 策 の み で 対応 する 方 針 を 示し て いる が 、 来 年 以降 も 稲作 を 継続 し て いく た め に は 
緊急 対策 を 実施 する と と も に 、 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 を 構築 し て いく 必要 が ある 。 
か か る な か 、 将 来 に わた っ て 安定 的 な 稲作 経営 を 展望 で きる よ う 、 早 急 に 次 の 措置 を 講 
じ る よう 強く 要望 する 。 






















































































































































































1 米 過剰 在庫 緊急 隔離 対策 を 実施 する こと 
①) 平 成 2 7 年 6 月 末 民 間 在 庫 は 過去 1 0 年 で 最大 水準 の 需給 緩和 状況 が 継続 する と 想 
定 き され 、 調 整 を 行っ て きた 米穀 機構 の 保有 財源 が 枯 湯 し て いる 状況 に お いて 、 国 に よ 
る 2 6 年 産 米 に 対す る 緊急 隔離 対策 を 講ず る こと 。 


















































2 26 年 産 米 ナ ラ シ 対 策 へ の 十分 な 対応 を する こと 

(1) 2 6 年 産 米 に つい て は 、8 月 以降 の 低温 や や 日照 不足 等 の 影響 に より 、 青 死 米 等 の 発生 

増 や 癌 熟 不足 が 確認 され て お り 、 こ うし た 異常 気象 に より 生産 者 等 が 不利 益 を 被 ら な 

いよ う 対 策 を 検討 する こと 。 

3 特例 措置 を 含め た ナラ シ 対 策 等 の 適切 な 運用 を する こと 

(1) ナラ シ 対 策 に つい て は 、 最 大 で も 標準 収入 額 の 2 割 ま で し か 補填 対象 と な ら な いこ 
と か ら 、 今 後 の 米価 動向 等 を ふま えつ つ 、 補 填 対 象 や 補填 割合 の 拡大 な ど 特 例 的 な 措 

置 を 講じ る こと 。 

(2) 2 7 年 産 に 向け て は 、 2 7 年産 米 に か か る 標準 的 収入 額 の 大 幅 な 減少 が 想定 され る 
こと か ら 、 算 定期 間 の 拡大 な ど 必 要 な 見 直し を 行う こと 。 
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4 飼料 / 
1) JA グ 


5 
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(②) 














] 米 の 生 骨 











クル ウェ ー 





幅 な 生産 拡大 に 取り 組む こと と し て お り 、 
の 直接 支払 交付 金 の 万 全 な 予算 を 確 











プ は 、2 7 


拡大 に 向 














けた 環境 整備 と 長期 的 























E 産 者 が 長 】 








料 ・ 農 業 ・ 農 村 基 本 計画 
いて 明記 する な ど 、 生 








的 に 安心 し て 飼料 用 





E 産 に お いて 6 0 万 トン の 生産 振興 


・ 継 続 的 な 支援 の 確保 を する こと 

















標 を 設定 し 、 飼料 用 米 の 























この 月 
E 保 する こと 。 
米 等 の 生産 に 』 






































産 現場 











に 水田 活 


に 安 地 


ここ 女心 
























































































































































反り 組み を 後押し する よう 水田 活用 








り 組 も こと が で きる よう 、 新 た な 食 














1 の 直接 支払 交付 金 の 長期 的 か つ 継 続 的 な 支援 に つ 
を 与え る メッ セー ジ を 国 と し て 強く 示し て いく こ 

















































































































































































































3 
将来 展望 の 描け る 総合 的 な 水田 農業 政策 を 確立 する こと 

(1) 3 0 年 産 を 目途 と し た 生産 調整 の 見 直し に 向け 、 米 の 需給 と 価格 の 安定 に 向け て 果 た 
すべ き 国 や 関係 者 の 役割 な ど 、 米 政策 見 直し の 十分 な 検証 を 行う こと 。 

(2) 米 の 需要 拡大 に 向け て 、 国 を 挙げ て 、 主 食用 米 の 消費 拡大 対策 や 輸出 促 
進 対策 を 取り 組む こと 。 

(3) ナラ シ 対 策 や 政府 が 創設 を 目指 す 収入 保険 制度 を 含め 、 過 去 の 一 定期 間 の 収入 等 を 
基 に 補填 基準 を 設定 する 仕組 み で は 継続 的 な 米価 下落 に は 耐え られ な いた め 、 担 い 手 
の 所 得 や 生産 コス ト 等 に 着目 し た 再生 産 可能 な 所 得 を 確保 で きる 万 全 な セー フ テ ィ ネ 
ッ ト 対 策 を 構築 する こと 。 

(4) 担い 手 の 所 得 等 に 着目 し た 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 が 確立 され る まで の 間 は 
再生 産 可 能 な 水準 で 米価 を 安定 させ る 必要 が ある た め 、 政 府 備蓄 米 制度 の 柔軟 な 運用 
や や 仕組 み の 改善 な ど 適切 な 対応 を 行う こと 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 11 日 
提 出 先 】 衆議院 完 議 長 ヽ 参議 議院 議 ヽ 内 閣 : 総理 大 臣 、 農林 水産 大 臣 
件 名 】 米価 安定 対策 等 を 求め る 意見 書 


【 
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2, 
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まく 























全農 いわ て 県 本 部 が 示 し た 平成 26 
800 円 減 の 8, 400 円 と 、 水 稲 栽 培 




















年 産 米 に お ける 概算 金 は 、 岩 手 ひ と め ぼ れ が 前 年 比 
間 農 家 に と っ て 非常 に 厳し い 価格 設定 と な っ て いる 。 





この よう な 米価 下落 と 米 の 直接 文 払 交付 金 の 減額 は 、 農 地 の 集 積 を 進め て きた 大 規模 な 


い 手 ほど 被る 影響 が 大 きく 、 こ うし た 深 
「 新 た な 農業 ・ 農 村 対 策 」 の 取り 組み に 

















刻 な 状況 は 本 県 農業 ・ 稲 作 農家 の 経営 の みな ら 
影響 を 及ぼ す と 考え られ る 。 こ う し た 状況 に 





お いて も 、 政 府 は 、 需 給 調整 の た め の 出 日 対策 は 行わ ず 、 収 入 減少 影響 緩和 対策 (ナラ シ 
対策 ) 及び ナラ シ 移 行 の た め の 円 清 化 対策 の み で 対応 する 方 針 を 示し て いる が 、 ナ ラ シ 対 


策 に 


に 








全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 を 














は 課題 が あり 、 来 年 以降 も 稲作 を 継続 し て いく た め に は 
構築 











し て いく 必要 が ある 。 


以上 の こと か ら 、 次 の 事項 を 実施 する よう 強く 求め る 。 











1 ナラ シ 対 策 に つい て 、 営 農 ・ 


月 


記 





緊急 対策 を 実施 する と と も 


E 活 資金 の 確保 対策 と あわ せ た 補 填 額 の 拡大 や 、 地 域 











実態 に 応じ た 訟 定 農業 者 制度 の 弾力 的 な 運用 の 徹底 な ど を 行う よう 指導 



































導 す る こと 。 











2 米価 下落 が 続い た 場合 で も 担い 手 が 再生 産 可 能 な 所 得 を 確保 で きる 万 全 な セー フ 





ティ ネッ ト 対 策 を 講じ 、 対 策 が 確立 され る まで は 、 政 府 備 薔 米 制 度 の 柔軟 な 運用 や 仕 
組み の 改善 な ど を 通じ た 適切 な 対応 を 行う こと 。 






























































3 飼料 用 米 の 生産 拡大 に 向け た 取り 組み を 後押し する よう 、 水 田 活用 の 直接 文 払 交付 














I 万 全 な 予算 を 確保 する こと 。 

















4 常 気 象 に より 生産 者 等 が 不利 益 を 被 ら な いよ う 対 策 を 検討 する こと 。 











5 米 の 電 要 拡大 に こ 向 け て は 、 国 を 挙げ て 主食 用 米 の 消費 拡大 対策 や 』 





り 組 むこ と 。 














以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規 














ニー 
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より 意見 書 を 提出 する 。 
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H 促 進 対 策 に 取 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 19 日 
【 提 出 先 】 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 米価 安定 対策 等 に 関す る 意見 書 











26 年 度 産 米 の 価格 下落 と 米 の 直接 支払 交付 金 の 減額 は 、 本 県 農業 ・ 稲 作 農 家 の 経 営 に 甚 
大 な 影響 を 及ぼ す だ け で な く 、「 新 た な 農業 ・ 農 村 政 策 」 の 取り 組み に も 影響 を 及ぼ す も の 























と 考え ます 。 
来年 度 以降 も 稲作 を 継続 し て いく た め に は 、 緊 急 対策 を 実施 する と と も に 、 万 全 な セー 
フ テ ィ ネッ ト 対 策 を 構築 し 、 安 定 的 な 稲作 経営 が 展望 で きる よう 下記 事項 に つい て 強く 要 








望 し ます 。 
計 ゴ 


1 特例 措置 を 含め た ナラ シ 対 策 等 の 適切 な 運用 

(1) ナラ シ 対 策 に つい て は 、 当 面 の 営農 ・ 生 活 資 金 の 確保 対策 と あわ せ て 、 最 大 で も 標 
準 収入 額 の 2 割 ま で し か 補填 対象 と な ら な いこ と か ら 、 今後 の 米価 動向 等 を ふま えつ 
つ 、 補 填 対 象 や 補填 割合 の 拡大 な ど 特 例 的 な 措置 を 講じ る こと 。 























































































































(2) 27 年 産 に 向け て は 、 極 力 多く の 担い 手 が 2 割 の 収入 減少 に 備え た コー ス に 加入 する 
よう 推進 を 行う と と も に 、 27 年 産 米 に か か る 標準 的 収入 額 の 大 幅 な 減少 が 想定 され る 
こと か ら 、 算 定期 間 の 拡大 な ど 必 要 な 見 直し を 行う こと 。 
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(3) 意欲 ある 多様 な 担い 手 が ナ ラ シ 対 策 に 加入 で きる よう 、 認 定 農 業者 制度 の 弾力 的 な 
軍用 の 徹底 や 集落 営農 組織 化 を 進め る と と も に 、 と り わ け 県 や 市 町 村 が 定め る 所 得 
標 に つい て は 、 地 域 実 態 に 応じ た 柔軟 な 対応 を 行う よう 強力 に 指導 する こと 。 













































































hl 











2 異常 気象 へ の 十分 な 対応 
26 年 産 米 に つい て は 、8 月 以降 の 低温 や 日 照 不足 等 の 影響 に より 、 青 死 米 等 の 発生 
の 増加 や 登 就 不足 が 認識 され て お り 、 こ うし た 暴 常 気象 に より 生産 者 等 が 不利 益 を 被 
ら な いよ う 対 策 を 検討 する こと 。 





























3 26 年 産 米 の 適正 販売 に 向け た 環境 整備 
26 年 産 米 に つい て 、 長 期 計画 的 に 需要 に 応じ た 適切 な 販売 を 推進 し て いく 観点 か 
ら 、 米 穀 機構 の 過剰 米 対策 基金 の 残 を 見 極め つつ 、 そ の 活用 な どの 民間 の 取り 組み を 
支援 する こと 。 










































































4 飼料 用 米 の 生産 拡大 に 向け た 環境 整備 と 長期 的 ・ 継 続 的 な 支援 確保 
(1) JA グル ー プ は 、27 年 産 に お いて 60 万 トン の 生産 振興 目標 を 設定 し 、 飼 料 用 米 の 
大 幅 な 生産 拡大 に 取り 組む こと と し て お り 、 こ の 取り 組み を 後押し する よ 2 水田 活用 
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金 の 万 全 な 予算 を 確 








向け た 積極 的 な 投資 を 促し 、 
組む こと が で きる よう 、 新 た な 





























E 保 する こと 。 


生産 者 が 長期 的 に 安心 し て 飼 





























軸 な 生産 数 量 目標 の 設定 



























































苗 け る 総合 的 な 水 R 
主食 で ある 米 に つい て は 、 毎 年 
・ 消 費 者 双方 に と っ て 望 
NN i 

分 な 検証 を 行う と と も に 
り 組 こと が で きる } 


















































MM 





需要 拡大 に 向け て 



































|] 作付け や 25 年 





産 の 持 越 在庫 











まし く 、 


水晶 


0 





H 農 業 政 策 の 確立 


食料 ・ 農 業 ・ 農 村 基 本 計画 に 水 | 
交付 金 の 長期 的 か つ 継 続 的 な 支援 に つい て 明記 する な ど 、 生 産 現場 に 安心 
ッ セ ー ジ を 国 と し て 強く 示し て いく こと 。 














30 有 

















用 米 等 の 生産 に 






































生産 数 量 目標 に つい て は 、JA グ ルー プ の 飼料 用 米 の 生産 拡大 に 
対策 の み で 需給 調整 を は か る 現行 の 政策 の 枠組 み を ふま 
、 消 費 動向 等 を 勘案 し た 適 












































E し た 価格 で 生産 ・ 供 給 で きる こと が 34 






































日 フル 活用 ビ 



























































誰 保 ・ 


























NR NN 政府 が 創 
































































































































善 な ど を 通じ た 適 5 


ヨ 治 法 第 99 条 の 規定 に 








設 を 目指 す 収入 保険 制度 を 含め て 、 
に 補填 基準 を 設定 する 仕組 み の セ ー フ ティ ネッ ト 対 策 で は 
UNI 担い ヨ 
准 保 で きる 万 全 














= 





1 米 の 消費 拡大 対策 や 輸 













































































活用 の 直接 支払 
を 与え る メ 


向け た 取 
た 、 例年 
正 な 水準 に 設 





E 産 を 目途 と し た 生産 調整 の 見 直し に 向け 、 
や 関係 者 の 役割 な ど 、 米 政策 の 見 直し の 
“ジョ ン の 充実 や 主体 的 な 判 上 
育成 な ど 、 さ ら な る 環境 整備 を すす め る こ 


生産 に 取 





過去 の 一 定期 間 の 
、 継 続 的 な 米価 
E の 所 得 や 生産 コス ト 等 に 着目 し 、 担 い 手 

















生産 可 











な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 を 構築 する こと 。 





























より 意見 書 を 提出 し ます 。 


= に 着目 し た 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 が 確立 され ん る まで の 間 は 
E 産 可能 な 水準 で 米価 を 安定 させ る 必要 が ある た め 、 政 府 備 
な 対応 を 行う こと 。 


蓄 米 制度 の 柔軟 な 運用 
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田野 畑村 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 19 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 
【 件 名 】 医療 費 助成 制度 の 給付 方 法 の 見 直し を 求め る 意見 書 











岩手 県 の 医療 費 助 成 制 度 の 給付 方 法 は 償還 払い に な っ て お り 、 制 度 の 対象 者 は 医療 機関 
を 受診 し た 際 に 窓口 で 、 い っ た ん 法定 の 一 部 負担 金 を 支払 い 、 負 担 上 限 額 を 超え た 分 が 後 
日 払い 戻さ れる し くみ と な っ て いる 。 
今回 給付 方 法 の 見 直し を 求め る 制度 は 、 医 療 機 関 窓 口 に お いて 負担 上 限 額 まで の 支払 い 
で 済み 、 東 北 で は 本 県 以外 の 全て の 県 で 導入 され て いる 。 
患者 に と っ て この 見 直し の メリ ッ ト は 、 負 担 上 限 額 分 の 医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 そ れ 
以上 の 支払 い が 不 要 と な り 、 そ の た め に 安心 し て 受診 で き 、 傷 病 の 早期 発見 、 早 期 治療 に 
つなが る こと が で きる 。 ま た 償還 に 必要 な 手続 きも 不要 と な り 、 市 町 村 に と っ て も 、 償 本 
に 係る 事務 作業 や 振込 手数 料 が 必要 で な く な っ て 、 医 療 機関 に と っ て も 給付 申請 者 の 確認 
診療 報酬 明細 書 (ヒレ セプト) へ の 貼付 が 不要 と な る 。 

以上 の 点 か ら 、 県 に お いて 県 民 の 健康 増進 及び 早期 発見 ・ 早 期 治療 を は か る た め 、 次 の 
項目 の 早期 実現 を 強く 要請 する 。 
















































































































































































































































































































































































記 
1 県 は 医療 費 助 成 制 度 に つい て 給付 方 法 を 見 直す こと 。 


















































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 3 
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普 代 村 





RI 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 厚 生 労働 省 
【 件 iP 見 書 















































手話 と は 、 日 本 語 を 音声 で は な く 手 や 指 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 を 使う 独自 の 語 茎 や 
文法 体系 を 持つ 言語 で ある 。 手 話 を 使う ろう 者 に と っ て 、 聞 こえ る 人 た ちの 音声 言語 と 同 
様 に 、 大 切な 情報 獲得 と コミ ュ ニ ケー ショ ン の 手段 と し て 大 切 に 守ら れ て きた 。 

し か し 、 こ れ ま で 長い 間 手 話 は 言語 と し て 法律 上 認め られ て こ な か っ た 。 

その 後 、 平 成 18 (2006) 年 12 月 に 採択 され た 国連 の 障害 者 権利 条約 に は 「 手 話 は 言語 
で ある こと が 明記 され 、 日 本 で は 、 平成 23 (2011) 年 8 月 に 成立 し た 「 改 正 障害 者 基本 法 」 
で 「 全 て 障害 者 は 、 可 能 な 限り 、 言 語 (手話 を 含む 。) その 他 の 意思 疎通 の た め の 手 段 に つ 
いて の 選択 の 機会 が 確保 され る 」 と 明記 され た 。 
また 、 同 法 第 22 条 で は 国 ・ 地 方 公共 団体 に 対 し て 情報 保障 施策 を 義務 付け て お り 、 手 語 
が 音声 言語 と 対等 な 言語 で ある こと を 広く 国民 に 広め 、 聞 こえ な い 子 ども が 手話 を 身 に 付 
け 、 手 話 で 学べ 、 自 由 に 手話 が 使え る 環境 整備 に 向け た 法 整 備 を 国 と し て 実現 する こと が 
必要 で ある と 考え る 。 

よっ て 、 下 記 に つい て 早期 に 実現 する よう 強く 要望 する 。 









































































































































































































































記 





































































































i 声 言語 と 対等 な 言語 で ある こと を 広く 国民 に 広め 、 聞 こえ な い 子 ども が 手話 を 
身 に 付け 、 手 話 で 学べ 、 自 由 に 手話 が 使え 、 更 に は 手話 を 言語 と し て 普及 、 研 究 す る こと 
の で きる 環境 整備 を 目的 と し た 「 手 話 言語 法 (仮称 )」 を 制定 する こと 。 
















































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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普 代 村 





【 議 決 年 月 日 】 平成 和 0 12 月 17 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 i 定 対策 等 に 関す る 意見 書 








26 年 産 米 の 価格 下落 と 米 の 直接 支払 交付 金 の 減額 は 、 農地 の 集積 を 進め て きた 大 規模 な 
担い 手 ほ ど 被 る 影響 は 大 きく 、 こ うし た 深刻 な 状況 は 、 本 県 農業 ・ 稲 作 農家 の 経営 に 其 大 
な 影響 を 及ぼ す だ け で な く 「 新 た な 農業 ・ 農 村 政策 」 の 取り 組み に も 影響 を 及ぼ す も の と 
考え られ る 。 

こう し た 状況 下 で も 、 政 府 は 、 需 給 調 整 の た め の 出 口 対 策 は 行わ ず 、 収 入 減少 影響 緩和 
対策 (ナラ シ 対 策 ) 及び ナラ シ 移 行 の た め の 円 滑 化 対策 (平成 26 年 産 限 り ) の み で 対応 す 
る 方 針 を し て いる が 、 ナ ラ シ 対 策 に は 課題 が あり 、 来 年 以降 も 稲作 を 継続 し て いく た め 
に は 、 緊 急 対策 を 実施 する と と も に 、 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 を 構築 し て いく 必要 が 
ある 。 

よっ て 、 国 は 、 将 来 に わた っ て 安定 的 な 稲作 経営 を 展開 で きる よう 、 早 急 に 次 の 措置 を 
講じ る よう 強く 要望 する 。 
















































































1 特別 措置 を 含め た ナラ シ 対 策 等 の 適切 な 運用 

(1) ナラ シ 対 策 に つい て 、 当 面 の 営農 ・ 生 活 資金 の 確保 対策 と 併せ て 、 最 大 で も 標準 収 
入 額 の 2 割 ま で し か 補填 対象 と な ら な いこ と か ら 、 今 後 の 米価 動向 等 を ふま えつ 
つ 、 補 填 対 象 や 補填 割合 の 拡大 な ど 特 例 的 な 措置 を 講じ る こと 。 

(2) 27 年 産 に 向け て は 、 極 力 多 く の 担い 手 が 2 割 の 収入 減少 に 備え た コー ス に 加入 す 
る よう 推進 を 行う と と も に 、27 年 産 米 に か か る 標準 的 収入 額 の 大 幅 な 減少 が 想定 
され る こと か ら 、 算 定期 間 の 拡大 な ど 必 要 な 見 直し を 行う こと 。 

(3) また 、 意 欲 あ る 多様 な 担い 手 が ナ ラ シ 対 策 に 加入 で きる よう 、 認 定 農業 者 制度 の 弾 
力 的 な 運用 の 徹底 や 集落 営農 の 組織 化 を 進め る と と も に 、 と り わ け 県 や 市 町 村 が 定 
め る 所 得 目標 に こつ いて は 、 地 域 実態 に 応じ た 柔軟 な 対応 を 行う よう 強力 に 指導 する 
a 










































































































































































2 異常 気象 へ の 十分 な 対応 

26 年 度 産 米 に つい て は 、8 月 以降 の 低温 や 日 照 不 足 等 の 影響 に より 、 青 死 米 等 の 発生 
RD ER 
ら な いよ 2 う 対 策 を 検討 する こと 。 


























3 26 年 産 米 の 適正 販売 に 向け た 環境 整備 
26 年 産 米 に つい て 、 長 期 計画 的 に 需給 に 応じ た 適切 な 販売 を 推進 し て いく 観点 か ら 、 
米穀 機構 の 過剰 米 対策 基金 の 残 を 見 極め つつ 、 そ の 活用 な どの 民間 の 取り 組み を 支援 
する こと 。 
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4 飼料 用 米 の 生産 拡大 に 向け た 環境 整備 と 長期 的 ・ 継 続 的 な 支援 確保 





























(1) JA グル ー プ は 、27 年 産 に お いて 60 万 トン の 生産 振興 目標 を 設定 し 、 飼 料 用 米 の 
大 幅 な 生産 拡大 に 取り 組む こと と し て お り 、 こ の 取り 組み を 後押し する よ 2 水田 活 







































































用 の 直接 支払 交付 金 の 万 全 な 予算 を 確保 する こと 。 















































H 米 等 の 生産 に 

















(2) 将来 に 向け た 積極 的 な 投資 を 促し 、 生産 者 が 長期 的 に 安心 し て 飼料 / 











取り 組む こと が で きる よう 、 新 た な 食料 ・ 農 業 ・ 農 村 基 本 計画 に 水晶 











活用 の 直接 支 


払 交付 金 の 長期 的 か つ 継 続 的 な 支援 に つい て 明記 する な ど 、 生産 現場 に 安心 を 与え 








る メッ セー ジ を 国 と し て 強く 示し て いく こと 。 





5 27 年産 米 の 適切 な 生産 数 量 目標 の 設定 




















27 年 産 の 生産 数 量 目標 に つい て は 、J A グ ルー プ の 飼料 用 米 の 生産 拡大 に 向け た 取り 






















































































る こと 。 











6 将来 展望 の 描け る 総合 的 な 水田 農業 政策 の 確立 












































組み の ほか 、 人 入口 対策 の み で 震 給 調整 を は か る 現行 の 政策 の 枠組 み を ふま え 、 例 年 発 
生 し て いる 過剰 作付 や 25 年 産 の 持 越 在庫 、 消 費 動向 等 を 勘案 し た 適正 な 水準 に 設定 す 











(1 ) わが 国 の 主食 で ある 米 に つい て は 、 毎 年 安定 し た 価格 で 生産 ・ 供 給 で きる こと が 生 



























































産 者 ・ 消 費 者 双方 に と っ て 望ま し く 、30 年 産 を 目途 と し た 生産 調整 の 見 直し に 向 























け 、 米 の 需給 と 価格 の 安定 に 向け て 果たす べき 国 や 関係 者 の 役割 な ど 、 米 政 策 の 見 
直し の 十分 な 検証 を 行う と と も に 、 水 田 フ ル 活 用 ビジ ョ ン の 充実 や 主体 的 な 判断 で 
生産 に 取り 組む こと が で きる 地域 の 担い 手 の 確保 ・ 育 成 な ど 、 さ ら な る 環境 整備 を 












































すす め る こと 。 








(2) 米 の 需要 拡大 に 向け て 、 国 を 挙げ て 、 主食 用 米 の 消費 拡大 対策 や 輸出 促進 対策 に 取 








り 組 むこ と 。 


























(3) ナラ シ 対 策 の ほか 、 政府 が 創設 を 目指 す 収入 保険 制度 を 含め て 、 過去 の 一 定期 間 の 

















収入 等 を 基 に 補填 基準 を 設定 する 仕組 み の セ ー フ ティ ネッ ト 対 策 で 
面 下落 に は 耐え られ な いた め 、 担い 手 の 所 得 や 生産 コス ト 等 に 着目 
生産 可能 な 所 得 を 確保 で きる 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 を 構築 す 
(4) 担い 手 の 所 得 等 に 着目 し た 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 が 確立 され 






















































































は 、 継 続 的 な 米 
し 、 担い 手 が 再 
る こと 。 


る まで の 間 は 、 
























































再生 産 可能 な 水準 で 米価 を 安定 させ る 必要 が ある た め 、 政 府 備蓄 米 
用 や 仕組 み の 改 善 な ど を 通じ た 適切 な 対応 を 行う こと 。 





















































上 記 の と お り 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 





前 度 の 柔軟 な 運 

















市 町 村 議会 名 意見 書 の 内 容 
軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 18 日 





【 提 出 先 】 衆議院 完 議 長 ヽ 参議 議院 議 ヽ 内 閣 : 総理 大 臣 、 農林 水産 大 臣 
【 件 名 】 米価 安定 対策 等 を 求め る 意見 書 











26 年 産 米 の 価格 下落 と 米 の 直接 支払 交付 金 の 減額 は 、 農地 の 集積 を すす め て きた 大 規模 














な 担い 手 ほ ど 和 被る 影響 は 大 きく 、 こ うし た 深刻 な 状況 は 、 本 県 農業 ・ 稲 作 農 家 の 経営 に 基 
大 な 影響 を 及ぼ す だ け で な く 





と 考え られ ます 。 














「 新 た な 農業 ・ 農 村 政 策 」 の 取り 組み に も 影響 を 及ぼ す も の 





























こう し た 状況 に お いて も 、 政 府 は 、 和 需給 調整 の た め の 出 口 対策 は 行わ ず 、 収 入 減少 影響 











緩和 対策 (ナラ シ 対 策 ) お よび ナラ 2 (平成 26 年 産 限り ) の み で 
0 ナラ シ 対 策 に は 課題 が あり 、 来 年 度 以降 も 稲作 を 継続 し 





て いく た め 、 緊 急 対 策 を 実施 する と と も に Edie 





i 








つき まし て は 、 将来 に わた っ て 安定 的 な 稲作 経営 を 展望 で きる よう 、 下 記事 項 に つい て 、 





強く 要望 し ます 。 





1 特例 措置 を 含め た ナラ シ 対 策 等 の 適切 な 運 














人 

















(1) ナラ シ 対 策 に つい て は 、 当 面 の 営農 ・ 生 活 資 金 の 確保 対策 と あわ せ て 、 最 大 で も 標 











つ 、 補 填 対 象 や 補填 圭 





(2) 27 年 産 に 向け て は 、 極 力 多 く の 担 い 手 が 2 震 





















































準 収入 額 の 2 割 ま で し か 補填 対象 と な ら な いこ と か ら 、 今 後 の 米価 動向 等 を ふま えつ 
沖合 の 拡大 な ど 特 例 的 な 措置 を 講じ る こと 。 
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の 収入 減少 に 備え た コー ス に 加入 す 














る よう 推進 を 行う と と も に 、 27 年 産 米 に か か る 標準 的 収入 額 の 大 幅 な 減少 が 想定 され 
る こと か ら 、 算 定期 間 の 拡大 な ど 必 要 な 見 直し を 行う こと 。 

(3) また 、 意欲 ある 多様 な 担い 手 が ナ ラ シ 対 策 に 加入 で きる よう 、 認定 農業 者 制度 の 弾 
力 的 な 運用 の 徹底 や 集落 営農 の 組織 化 を 進め る と と も に 、 と り わ け 県 や 市 町 村 が 定め 
る 所 得 目標 に つい て は 、 地 域 実態 に 応じ た 柔軟 な 対応 を 行う よう 強力 な 指導 を する こ 
































だ 。 
2 異常 気象 へ の 十分 な 対応 
26 年 産 米 に つい て は 、8 








登 就 不足 が 確認 これ て お り 、 


対策 を 検討 する こと 。 

































































月 以降 の 日 照 不足 等 の 影響 に より 、 青 死 米 等 の 発生 の 増加 や 
こう し た 異常 気象 に より 生産 者 等 が 不利 益 を 彼ら な いよ う 











3 26 年 産 米 の 適正 販売 に 向け た 環境 整備 

















26 年 産 米 に つい て 、 長 期 計 画 的 に 需給 に 応じ た 適切 な 販売 を 推進 し て いく 観点 か ら 、 














米穀 機構 の 過剰 米 対 策 基 金 


る こぐ と 。 
































の 残 を 見 極め つつ 、 そ の 活用 な どの 民間 の 取り 組み を 支援 す 





4 飼料 用 米 の 生産 拡大 に 向け た 環境 整備 と 長期 的 ・ 継 続 的 な 支援 確保 
(1) JA グル ー プ は 、27 年 産 に お いて 60 万 トン の 生産 振興 目標 を 設定 し 、 飼 料 用 米 の 
































大 幅 な 生産 拡大 に 取り 組む こと と し て お り 、 こ の 取り 組み を 後押し する よ 2 水田 活用 




































































市 町 村 議会 名 意見 書 の 内 容 

















の 直接 支払 交付 金 の 万 全 な 予算 を 確保 する こと 。 

(2) 将来 に 向け た 積極 的 な 投資 を 促し 、 生産 者 が 長期 的 に 安心 し て 飼料 用 米 等 の 生産 に 
取り 組む こと が で きる よう 、 新 た な 食料 ・ 農 業 ・ 農 村 基 本 計画 に 水田 活用 の 直接 文 払 交 
付 金 の 長期 的 か つ 継続 的 な 支援 に つい て 明記 する な ど 、 生 産 現場 に 安心 を 与え る メッ セ 
ー ジ を 国 と し て 強く 示し て いく こと 。 

5 27 年 産 米 の 適切 な 生産 数 量 目標 の 設定 

27 年 産 の 生産 数 量 目標 に つい て は 、JA グ ルー プ の 飼料 用 米 の 生産 拡大 に 向け た 取り 
組み の ほか 、 入 口 対策 の み で 需給 調整 を は か る 現行 の 政策 の 枠組 み を ふま え 、 例 年 発生 
し て いる 過剰 作付 や 25 年 産 の 持 越 在庫 、 消 費 動向 等 を 勘案 し た 適正 な 水準 に 設定 する こ 
a 

6 将来 展望 の 描け る 総合 的 な 水田 農業 政策 の 確立 

(1) わが 国 の 主食 で ある 米 に つい て は 、 毎年 安定 し た 価格 で 生産 ・ 供 給 で きる こと が 
産 者 ・ 消 費 者 双方 に と っ て 望ま し く 、30 年 産 を 目途 と し た 生産 調整 の 見 直し に 向け 、 
米 の 需給 と 価格 の 安定 に 向け て 果たす べき 国 や 関係 者 の 役割 な ど 、 米 政策 の 見 直し の 
十分 な 検証 を 行う と と も に 、 水 田 フ ル 活 用 ビジ ョ ン の 充実 や 主体 的 な 判断 で 生産 に 取 

り 組む こと が で きる 地域 の 担い 手 の 確保 ・ 育 成 な ど 、 さ ら な る 環境 整備 を すす め る こ 
ど 。 

(2) また 、 米 の 需要 拡大 に 向け て 、 国 を 挙げ て 、 主 食用 米 の 消費 拡大 対策 や 輸出 促進 対 

策 に 取り 組む こと 。 

(3) ナラ シ 対 策 の ほか 、 政府 が 創設 を 目指 す 収 入 保険 制度 を 含め て 、 過去 の 一 定期 間 の 
収入 等 を 基 に 補填 基準 を 設定 する 仕組 み の セ ー フ ティ ネッ ト 対 策 で は 、 継 続 的 な 米価 

下落 に は 耐え られ な いた め 、 担 い 手 の 所 得 や 生産 コス ト 等 に し 、 担 い 手 が 再生 産 
可能 な 所 得 を 確保 で きる 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 を 構築 する こと 。 

(4) また 、 担い手 の 所 得 等 に し た 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト 対 策 が 確立 され る まで の 

間 は 、 再 生産 可能 な 水準 で 米価 を 安定 させ る 必要 が ある た め 、 政 府 備蓄 米 制度 の 、 柔 
軟 な 運用 や 仕組 み の 改善 な ど を 通じ た 適切 な 対応 を 行う こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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九戸 村 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 12 月 19 日 


【 提 
【 件 
































出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
名 】 米価 安定 対策 等 を 求め る 意見 書 





平成 26 年 産 米 の 価格 下落 と 米 の 直接 支払 交付 金 の 減額 は 、 農 地 の 集 積 を 























進め て きた 大 規模 な 担い 手 ほ ど 被 る 影響 は 大 きく 、 こ うし た 深刻 な 状況 は 、 本 県 農業 ・ 稲 
作 農家 の 経営 に 甚大 な 影響 を 及ぼ す だ け で な く 、「 新 た な 農業 ・ 農 村 政 策 」 の 取り 組み に も 
2 記 








影響 を 及ぼ す も の と 考え られ ます 。 
こう し た 状況 に お いて も 、 政 府 は 、 





需給 調整 の た め の 出 





対策 は 行わ ず 、 収 入 減少 影響 





緩和 対策 (ナラ シ 対 策 ) 及び ナラ シ 移 行 の た め の 円 滑 化 対策 (平成 2 6 年 産 限り ) の み で 対 
応 する 方 針 を ボ し て いま す が 、 ナ ラ シ 対 策 に は 課題 が あり 、 来 年 以降 も 稲作 を 継続 し て い 





く た め に は 、 
要 が あり ます 。 


こう し た 中 、 将 来 に わた っ て 安定 
地方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 




















1 特例 措置 を 含め た ナラ シ 対 策 等 の 適切 な 運用 
ボテ ジン 対策 に つい て は 、 当 
収入 額 の 2 割 ま で し か 補填 対 

















(1) 











つ 、 補 填 対 象 や 補填 者 
(2) 


























(3) 








る 所 得 目標 に つい て は 、 地 域 実態 に 応じ た 柔 』 





と 。 





2 畑 常 気象 へ の 十分 な 対応 





























ご ヴ 


ます 。 











Es 






























































緊急 対策 を 実施 する と と も に 、 万 全 な セー フ テ ィ ーネット を 構築 し て いく 必 





的 な 稲作 経営 を 展望 で きる よう 、 下 記事 項 に つい て 、 





后 の 営農 ・ 生 活 資金 の 確保 対策 と 併せ て 、 最 大 で も 標準 
「 象 と な ら な いこ と か ら 、 今 後 の 米価 動向 等 を 踏ま えつ 
I 合 の 拡大 な ど 、 特 例 措 置 を 講 

2 7 年 産 に むけ て は 、 極 力 多く の 担い 手 が 2 割 の 収入 減少 に 備え た コー ス に 加入 す 
る よう 推進 を 行う と と も に 、 


























じ る こと 。 





2 7 年 産 米 に か か る 標準 的 収入 額 の 大 幅 な 減少 が 想定 さ 
れる こと か ら 、 算 定期 間 の 拡大 な ど 、 必 要 な 見 直し を 行う こと 。 








また 、 意欲 ある 多様 な 担い 手 が ナ ラ シ 対 策 に 加入 で きる よう 、 
力 的 な 運用 の 徹底 や 集落 営農 の 














認定 農業 者 制度 の 弾 





組織 化 を 進め る と と も に 、 と り わ け 県 や 市 町 村 が 定め 























2 6 年 産 米 に つい て は 、8 月 以降 の 低温 や 日 照 不足 等 の 影響 























いよ う 対 策 を 検討 する こと 。 





3 26 年 産 米 の 適正 販売 に 





向け た 環境 整備 



































欧 な 対応 を 行う よう 強力 に 指導 する こ 








に より 、 青 死 米 等 の 発生 の 


増加 や 伏 就 不足 が 確認 こさ きれ て お り 、 こ うし た 媒 常 気象 に より 生産 者 等 が 不利 益 を 被 ら な 























2 6 年 産 米 に つい て 、 長 期 計画 的 に 需給 に 応じ た 適切 な 販売 を 推進 し て いく 観点 か ら 、 








米穀 機構 の 過剰 米 対策 基金 の 残 を 


SE 
































見 極め つつ 、 そ の 活用 な どの 民間 の 取り 組み を 支援 す 








市 町 村 議会 名 意見 書 の 内 容 





























4 飼料 用 米 の 生産 拡大 に 向け た 環境 整備 と 長期 的 ・ 継 続 的 な 支援 確保 
(1) JA グル ー プ は 、2 7 年 産 に お いて 6 0 万 トン の 生産 振興 目標 を 設定 し 、 飼 料 用 米 の 
大 幅 な 生産 拡大 に 取り 組む こと と し て お り 、 こ の 取り 組み を 後押し する よう 水田 活用 
の 直接 支払 交付 金 の 万 全 な 予算 を 確保 する こと 。 

(2) 将来 に 向け た 積極 的 な 投資 を 促し 、 生 産 者 が 長期 的 に 安心 し て 飼料 用 米 等 の 生産 に 
取り 組む こと が で きる よう 、 新 た な 食料 ・ 農 業 ・ 農 村 基 本 計画 に 水田 活用 の 直接 支払 
交付 金 の 長期 的 か つ 継 続 的 な 支援 に つい て 明記 する な ど 、 生 産 現場 に 安心 を 与え る メ 
ッ セ ー ジ を 国 と し て 強く 示し て いく こと 。 






























































































































































5 27 年 産 米 の 適切 な 生産 数 量 目標 の 設定 

27 年 産 の 生産 数 量 目標 に つい て は 、」A グ ルー プ の 飼料 用 米 の 生産 拡大 
に 向け た 取り 組み の ほか 、 人 入口 対策 の み で 和 震 給 調整 を は か る 現行 の 政策 の 枠組 み を ふま 
え 、 例 年 発生 し て いる 過剰 作付 け や 2 5 年 産 の 持 越 在庫 、 消 費 動向 等 を 勘案 し た 適正 な 水 
準 に 設定 する こと 。 

























































































Im 
上 

















6 将来 展望 の 描け る 総合 的 な 水田 農業 政策 の 確立 
(1) わが 国 の 主食 で ある 米 に つい て は 、 毎年 安定 し た 価格 で 生産 ・ 供 給 で きる こと が 
生産 者 ・ 消 費 者 双方 に と っ て 望ま し く 、3 0 年 産 を 目途 と し た 生産 調整 の 見 直し に 向け 、 
米 の 需給 と 価格 安定 に 向け て 果たす べき 国 や 関係 者 の 役割 な ど 、 米 政策 の 見 直し の 十 
分 な 検証 を 行う と と も に 、 水 田 フル 活用 ビジ ョ ン の 充実 や 主体 的 な 判断 で 、 生 産 に 取 
り 組 むこ と が で きる 地域 の 担い 手 の 確保 ・ 育 成 な ど 、 さ ら な る 環境 整備 を すす め る こ 
と 
(2) また 、 米 の 需要 拡大 に 向け て 、 国 を 挙げ て 、 主 食用 米 の 消費 拡大 対策 や 輸出 促進 
対策 に 取り 組む こと 。 
(3) ナラ シ 対 策 の ほか 、 政 府 が 創設 を 目指 す 収入 保険 制度 を 含め て 、 過 去 の 一 定期 間 
の 収入 等 を 基 に 補填 基準 を 設定 する 仕組 み の セ ー フ ティ ーネット 対策 で は 、 継続 的 な 
米価 下落 に は 耐え られ な いた め 、 担い 手 の 所 得 や 生産 コス ト 等 に 着目 し 、 担い 手 が 再 
生産 可能 な 所 得 を 確保 で きる 万 全 な セー フ テ ィ ーネット 対策 を 構築 する こと 。 
(4) また 、 担 い 手 の 所 得 等 に 着目 し た 万 全 な セー フ テ ィ ーネット 対策 が 確立 され る ま 
で の 間 は 、 再 生産 可能 な 水準 で 米価 を 安定 させ る 必要 が ある た め 、 政 府 備蓄 米 制度 の 
柔軟 な 運用 や 仕組 み の 改善 な ど を 通じ た 適切 な 対応 を 行う こと 。 
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【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 原子 爆弾 被爆 者 に 対す る 援護 に 関す る 法律 の 改正 を 求め る 意見 書 























69 年 前 に 広島 及び 長崎 に 投下 され た 原子 爆弾 は 、 幾多 の 尊い 生命 を 一 通 に し て 奪っ た だ 
け で な く 、 一 命 を 取り と め た 被爆 者 に も 、 生 涯 癒す こと の で き な い 傷跡 と 後遺 症 を 残し 、 

















不安 の 中 で の 生活 を も た らし まし た 。 
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E す 。 
子 爆弾 の 被害 に 対す る 一 刻 も 早い 国 の 償い を 盛り 込 











一 は 、 原 子 爆弾 被爆 者 に 対す る 援護 に 関す る 法律 に 基づい て 被爆 者 援護 施策 を 行っ て い 
ます が 、 原 爆 症 認定 に 関す る 運用 上 の 問題 や 、 被 爆 者 に 高度 な 立証 責任 を 要求 する な どの 
制度 設計 上 の 間 題 が 存在 し 、 被 爆 者 の 救済 が 十分 な され て いる と は 言え ませ ん 。 被爆 者 が 
至 に 対し て 原爆 症 認定 を 求め た 訴訟 に お いて 、 原 告 で ある 被爆 者 の 多く が 勝訴 し て いる こ 
と は 、 現 行 法 の 改正 が 急務 で ある こと を 示し て い 3 
また 、 核 兵器 の 速やか な 廃絶 と 、 原 

































































ん だ 抜本 的 改正 を 求め る 声 も 大 きく 、 被 爆 者 の 意見 や 司法 判断 の 尊重 が 望ま れ て いま す 。 


























よっ て 、 国 に お いて は 、 下 記事 項 を 実現 する よう 強く 求め ます 。 























1 原爆 症 認定 の あり 方 を 抜本 的 に 改め る な ど 、 原 











律 を 速やか に 改正 する こと 。 











記 

















子 爆弾 被爆 者 に 対す る 援護 に 関す る 法 


























2 前 項 の 改正 に 当たっ て は 、 司 法 判 断 及 び 国 の 償い を 求め て いる 被爆 者 の 意見 を 尊重 す 














する の で は な 
&% 























また 、 核 兵器 の 廃絶 を 現行 法 の よう に 「 完 極 的 廃絶 」 と 表現 し て 、 遠 い 未 来 の 課題 と 
く 、 唯 一 の 被爆 国 と し て 速やか な 核兵器 廃絶 に 取り 組む こと を 明示 する こ 


















































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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語 と 同様 に 、 大 サ 

し か し 、 宇 
平成 18 年 12 月 
記さ れ て い ヨ 
23 年 8 月 











話 を 身 に つけ 、 手 話 で 学べ 、 自 由 に ヨ 
こと が で きる 環 
よっ て 、 


以上 、 地 方 自治 









































ER 
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し フー て 














E す 。 障害 者 権利 条約 
に 公布 ・ 施 行 さ れ た 「 改 正 障害 者 大 






























































































































































整備 に 向け 
和 到 に お いて は 、 下記 8 















































、 自由 に 手話 が 使え 、 














的 と し た 手話 言語 


























] 体 に 対し て 情報 保障 施策 を 








ピコ 
Na 











手話 が 音声 言語 と 対等 な 言語 で ある こと を 広く 医 


















































| 等 な 言語 で ある こと を 広く 国民 に 広め 、 き こえ な い 子 ども が 手話 を 
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手話 と は 、 言 葉 を 音声 で は な く 手 や 指 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 に より 表現 する 独自 の 
語 某 や 文法 体系 を も つ 視 覚 言語 で す 。 ろ う 者 に と っ て の 手 
な 情報 獲得 と コミ ュ ニ ケー ショ ン の ヨ 

















E 話 は 、 聞 こえ る 人 た ちの 音声 言 
E 段 と し て 守ら れ で て きま し た 。 
手話 を 使う こと で 差別 され て きた 歴史 が あり ます 。 

こ 採 択 さ れ た 国連 の 障害 者 権利 条約 
の 批准 に 向け て 、 





は 、 「 手 話 は 言語 」 で あや る こと が 明 
日 本 政府 は 国内 法 の 整備 を 進め 、 平 成 

本 法 」 で は 「 全 て 障害 者 は 、 可 能 な 限り 、 言 
語 (手話 を 含む な 。) その 他 の 意思 疎通 の た め の 手 段 に つい て の 選択 の 機会 が 確保 され る 」 と 
定め られ 
また 、 同 法 第 22 条 で は 国 ・ 地 方 公共 
BR 




















義務 づけ て お り 、 国 と 





民 に 広め 、 き こえ な い 子 ども が 手 
FE 話 が 使え 、 更 に は 手 
た 法 整 備 を 実現 する こと が 必要 で ある と 考え ます 。 
ほ 項 を 実現 する よう 強く 求め 3 




















と し て 普及 、 研 究 す る 




















こ は 手話 を 言語 と し て 普及 、 研 究 す る こと 
































99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し 3 

















法 (仮称 ) を 制定 する こと 。 
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【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 米 価 安定 対策 等 を 求め る 意見 書 








平成 26 年 産 米 の 価格 下落 と 米 の 直接 支払 交付 金 の 減額 は 、 農 地 の 集 積 を 進め て きた 大 規 
模 な 担い 手 ほ ど 被 る 影響 は 大 きく 、 こ うし た 深刻 な 状況 は 、 一 戸町 を 含む 岩手 県 内 の 農業 ・ 
稲作 農家 の 経営 に 基 大 な 影響 を 及ぼ す だ け で な く 、「 新 た な 農業 ・ 農 村 政 策 」 の 取り 組み に 
影響 を 及ぼ す も の と 考え られ ます 。 

こう し た 状況 に お いて も 、 政 府 は 、 需 給 調 整 の た め の 出 口 対 策 は 行わ ず 、 収 入 減少 影響 
緩和 対策 (ナラ シ 対 策 ) 及び ナラ シ 移 行 の た め の 円 滑 化 対 策 (平成 26 年 産 限 り ) の み で 対 
応 す る 方 針 を 示し て いま す が 、 ナ ラ シ 対 策 に は 課題 が あり 、 来 年 以降 も 稲作 を 継続 し て い 
く た め に は 、 緊 急 対策 を 実施 する と と も に 、 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト を 構築 し て いく 必要 
が あり ます 。 

つき まし て は 、 将来 に わた っ て 安定 的 な 稲作 経営 を 展望 で きる よう 、 下 記事 項 に つい て 、 
要望 いた し ます 。 






















































































記 
1 特例 措置 を 含め た ナラ シ 対 策 等 の 適切 な 運用 
(1) ナラ シ 対 策 に つい て は 、 当 面 の 営農 ・ 生 活 資 金 の 確保 対策 と あわ せ て 、 最 大 で も 標 
準 収 入 額 の 2 割 ま で し か 補填 対象 と な ら な いこ と か ら 、 今 後 の 米 価 動 向 等 を 踏ま えつ 
つ 、 補 填 対 象 や 補填 割合 の 拡大 な ど 特 例 的 な 措置 を 講じ る こと 。 

(2) 平成 27 年 産 に 向け て は 、 極 力 多 く の 担い 手 が 2 割 の 収入 減少 に 備え た コー ス に 加入 
する よう 推進 する と と も に 、 平 成 27 年 産 米 に か か る 標準 的 収入 額 の 大 幅 な 減少 が 想定 
され る こと か ら 、 算 定期 間 の 拡大 な ど 必 要 な 見 直し を 行う こと 。 

(3) また 、 意 欲 あ る 多様 な 担い 手 が ナ ラ シ 対 策 に 加入 で きる よう 、 認 定 農業 者 制度 の 弾 
力 的 な 運用 の 徹底 や 集落 営農 の 組織 化 を 進め る と と も に 、 と り わ け 県 や 市 町 村 が 定め 
る 所 得 目標 に つい て は 、 地 域 実 態 に 応じ た 柔軟 な 対応 を 行う よう 強力 に 指導 する こと 。 

2 異常 気象 へ の 十分 な 対応 
平成 26 年 産 米 に つい て は 、8 月 以降 の 低温 や 日 照 不足 等 の 影響 に より 、 青 死 米 等 の 発 

生 の 増加 や 合 就 不足 が 確認 され て お り 、 こ うし た 暴 常 気象 に より 生産 者 等 が 不利 益 を 被 

ら な いよ うに 対策 を 検討 する こと 。 

3 平成 26 年 産 米 の 適正 販売 に 向け た 環境 整備 
平成 26 年 産 米 に つい て 、 長 期 計画 的 に 需給 に 応じ た 適切 な 販売 を 推進 し て いく 観点 か 
ら 、 公 益 社団 法人 米穀 安定 供給 確保 支援 機構 の 過剰 米 対策 基金 の 残 を 見 極め つつ 、 そ の 
活用 な ど 民 間 の 取り 組み を 支援 する こと 。 

4 飼料 用 米 の 生産 拡大 に 向け た 環境 整備 と 長期 的 ・ 継 続 的 な 支援 確保 

(1) JA グル ー プ は 、 平 成 27 年 産 に お いて 60 万 トン の 生産 振興 目標 を 設定 し 、 飼 料 用 米 
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Du 











































































































































































































の 大 幅 な 生産 拡大 に 取り 組む こと と し て お り 、 こ の 取り 組み を 後押し する よ 2 水田 活 
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に 


] の 直接 支払 交付 金 の 万 全 な 予算 を 確保 する こと 。 
(2) 将来 に 向け た 積極 的 な 投資 を 促し 、 生 産 者 が 長期 的 に 安心 し て 飼料 用 米 等 の 生産 に 
取り 組む こと が で きる よう 、 新 た な 食料 ・ 農 業 ・ 農 村 基 本 計画 に 水田 活用 の 直接 支払 
交付 金 の 長期 的 か つ 継 続 的 な 支援 に つい て 明記 する な ど 、 生 産 現場 に 安心 を 与え る メ 
ッ セ ー ジ を 国 と し て 強く 示し て いく こと 。 
5 平成 27 年 産 米 の 適切 な 生産 数 量 目標 の 設定 
平成 27 年 産 米 の 生産 数 量 目標 に つい て は 、 J A グル ー プ の 飼料 用 米 の 生産 拡大 に 向け 
た 取り 組み の ほか 、 和 入口 対 策 の み で 震 給 調整 を は か る 現行 の 政策 の 梓 組 み を 踏ま そえ 、 例 
年 発生 し て いる 過剰 作付 や 平成 25 年産 の 持 越 在 庫 、 消 費 動向 等 を 勘案 し た 適正 な 水準 に 
設定 する こと 。 
6 将来 展望 の 描け る 総合 的 な 水田 農業 政策 の 確立 
(1) わが 国 の 主食 で ある 米 に つい て は 、 毎 年 安定 し た 価格 で 生産 ・ 供 給 で きる こと が 生 
産 者 ・ 消 費 者 双方 に と っ て 望ま し く 、 平 成 30 年 産 を 目途 と し た 生産 調整 の 見 直し に 向 
け 、 米 の 需給 と 価格 の 安定 に 向け て 果たす べき 国 や 関係 者 の 役割 な ど 、 米 政策 の 見 直 
し の 十分 な 検証 を 行う と と も に 、 水 田 フル 活用 ビジ ョ ン の 充実 や 主体 的 な 判断 で 生産 
に 取り 組む こと が で きる 地域 の 担い 手 の 確保 ・ 育 成 な ど 、 さ ら な る 環境 整備 を 進め る 
こさ 。 
(2) また 、 米 の 需要 拡大 に 向け て 、 国 を 挙げ て 、 主 食用 米 の 消費 拡大 対策 や 輸出 促進 対 
策 に 取り 組む こと 。 
(3) ナラ シ 対 策 の ほか 、 政 府 が 創設 を 目指 す 収入 保険 制度 を 含め て 、 過 去 の 一 定期 間 の 
収入 等 を 基 に 補填 基準 を 設定 する 仕組 み の セ ー フ ティ ネッ ト で は 、 継 続 的 な 米価 下落 
こ は 耐 えら れ な いた め 、 担 い 手 の 所 得 や 生産 コス ト 等 に 着目 し 、 担 い 手 が 再 生産 可能 
NN と 。 
(4) また 、 担 い 手 の 所 得 等 に し た 万 全 な セー フ テ ィ ネッ ト が 確立 され る まで の 間 は 
再生 産 可 能 な 水準 で 米価 を 安定 させ る 必要 が ある た め 、 政 府 備 鞭 米 制度 の 柔軟 な 運用 
や 仕組 み の 改 善 な ど を 通じ た 適切 な 対応 を 行う こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 


























